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　本原稿は、現在のフィリピンにおけるバナナ生産における協同組合の役割
をバナナ生産農家の自立の視点から論ずる実地調査に基づいた研究報告であ
る１。
　現在、開発途上国農業の基本課題は生産性向増大であり、また、これによ
る農家の所得増加であり、これを経て農村部住民の生計向上の達成である。
フィリピンにおいてもこの問題意思は同様であり、このため、アグリビジネ
スの促進が必要条件となっている２。
　近年フィリピンでは、有望なアグリビジネスの対象としてバナナ生産が注
目されている。キャベンディシュ種のバナナ生産の実績をみると、は２０１０年
は生産統計のある２００２年に比して２．５倍になっている。栽培面積では同じ期
間に１．８倍になっており、単位面積当たりの生産高は４１．６９ mt／ha から５７．４４ 
mt／ha に向上している。
　しかしながら、バナナ生産に関しては、これまで通説が支配してきた。す
なわち生産者である小規模生産農家は、多国籍企業からの高価格の投入材購
入と低価格のバナナ買上げによる搾取で、困窮状態に陥る。さらにこれが農
－７５－
家の債務増加を招来し、農民の困窮はさらに深刻化するとのバナナ農民窮乏
化論である。こうした立場を主張したのは、１９７０年代後半のバナナ生産農家
と多国籍企業の現状を実地調査によって明らかにしたダビデ、リベラ、アル
ビナレス、テベスが共著の論文である３。しかしこの事例は特例であり、多
くのバナナ・プランテーションでは、雇用労働として低賃金で農作業に従事
する農業労働者の厳しい生活環境という現実があった。
　こうした状況は大きく変化し、１９８０年代後半にコラソン・アキノ政権期に
着手された包括農地改革計画が１９９０年代に、実際に商業農場に適用されるこ
とになった。すなわち、進行中の農地改革のなかで提示されたアグリビジネ
ス・ベンチャー協定の枠組みの中で展開された契約栽培によって、バナナ生
産農家が自立の道を歩むことになったのである。そしてこの自立は、農地改
革による土地配分を受けた受益農民から構成される協同組合の参加により達
成される。しかしながら自立の始動にいたった道程は決して容易でなく、農
民組織によるプランテーション企業との厳しい交渉によって実現されたので
ある。
　本論文は、以上の問題意識のもとで、ミンダナオ地域においてバナナ・プ
ランテーションに対する農地改革の実行過程で、農地改革受益農民が結成す
る協同組合の活動に焦点をおき、バナナ生産農家がいかにして自立を達成し
つつあるかを事例をもって考察する。その主たる方法は、ミンダナオにおけ
る輸出向けバナナ生産の協同組合の現況を実地調査結果にもとづいて明らか
にするものである。
　本論文の構成を概略すると、第１章においては、フィリピンにおけるバナ
ナ生産の特徴を明らかにする。最初にバナナ生産の現況を記述し、次いでバ
ナナ生産の特徴をプランテーション生産の視点から明らかにする。そしてバ
ナナ生産における経済的特徴を規模の経済の論点から言及する。
　第２章においては、コラソン・アキノ政権以降の歴代政権の下で展開され
た農地改革では、プランテーション農地の農地改革がいかに取り組まれてき
－７６－
たかを明らかにする。この場合、アグリビジネスの振興を企図して導入さ
れた農地改革受益農民（Agrarian Reform Beneficiaries: ARBs）から構成
される協同組合が取組むアグリビジネス・ベンチャー協定（Agribusiness 
Venture Arrangement: AVA）を取り上げ、これが現実に適用する際に生じ
る問題点を明らかにする。
　第３章においては、バナナ生産農家の自立のため不可欠とされる共同所有
土地権利証書を交付されたバナナ生産農家が結成した協同組合による契約栽
培導入の諸課題を明らかにする。さらに、バナナ生産農家の自立の対極にあ
る土地賃貸契約についても論ずる。
　第４章においては、ミンダナオ地域の４協同組合を事例として、農地改革
による土地移転の形態、協同組合経営、契約栽培がどのようにバナナ生産農
家の自立に向け機能しているかを、個人営農システム（Individual Farming 
System: IFS）の役割に焦点をおき分析し、その結果が農地改革受益農民の所
得増加にいかに反映したかを実例をもって明らかにする。
　終章においては、以上の判明したバナナ生産農家の自立に向けた制度的側
面が、今後のフィリピンにおけるアグリビジネス促進の政策指針に参考とな
ることを結論として提言する。
第１章　バナナ生産の特徴
　
　第１節　バナナ生産の現況
　フィリピンにおけるバナナの種類は８７種に達しているが４、輸出の対象と
なるのはキャベンディシュ種である。その生産量は２０１０年に４６０万 mt に達
し、２００２年生産量１８１万 mt の２．５倍に達している。栽培面積はこの期間に４
万４０００ ha から７万９６００ ha にと１．８倍に拡大しており、単位面積当たり生産
量は４１．６９ mt／ha から５７．４４ mt／ha に向上している（表１）。
　輸出先をみると多角化が進行している。全世界向け輸出先シェアでは日本
－７７－
－７８－
（表 １）フィリピンのバナナ生産（キャベンディシュ種）（２００２－２０１０年）（１）
単位面積当たり生産量（mt／ha）面積（ha）生産量（mt）年
４１．６９４４，０５１１，８１０，０８５２００２
４１．２３４６，１４２１，９００，２２３２００３
４２．５０５０，０５９２，１２７，６１９２００４
４８．２０５１，５６７２，４９０，２７１２００５
４１．４６６７，８０３２，８１０，９８５２００６
４４．９０７４，０１３３，３２３，０７２２００７
５７．００７５，１５１４，３２８，９８９２００８
５７．９６７７，５９８４，４７９，７２２２００９
５７．４４７９，６４２４，６００，６１７２０１０
（注）（１）キャベンディシュ種バナナの生産統計は２００２年以降所在。
（出所）Bureau of Agricultural Stastics.
（表２）フィリピンバナナの輸出相手国（キャベンディシュ種）
　　　　（１９９４，２０００，２０１０年）
２０１０２０００１９９４
国　名
構成比（%）輸出量（mt）構成比（%）輸出量（mt）構成比（%）輸出量（mt）
１００．０１，５９０，０６５１００．０１，５９９，３５２１００．０１，１５５，１８２総輸出量
４９．８７９２，７３８５９．５９５１，０９９６６．５７６８，７９５　日本
１０．４１６５，７９７１７．７２８３，３１３１．４１６，３４５　中国
７．１１１３，２８０８．８１４０，７８５１０．２１１７，８２４　韓国
０．７１１，２４６５．４８７，３４５０．０３９　台湾
０．４７，５２４０．７１１，８４０２．５２９，３７９　香港
６．０９６，１６６０．６９，５０００．２１，６８９　シンガポール
２．１３４，１５７０．４７，１４３１．２１４，４３４　ニュージーランド
１３．８２１９，５６９０．０００．００　イラン
０．６９，５４２０．４６，２２６８．９１０２，５４４　サウジアラビア
０．１１，０４９０．０７０．１１，３４７　クエイト
０．３４，８１３０．０００．００　エジプト
４．９７８，８６１６．１９８，０１９７．６８８，０１９　アラブ首長国連合
０．２３，９１５０．０００．００　リベリア
０．７１１，４８９０．０００．００　キプロス
２．５３９，９１８０．７１２，６８９１．３４，７６７　その他
（出所）Bureau of Agricultural Stastics.
が最大であるが、１９９４年の６６．５％から２０１０年には４９．８％に減少している。一
方、イランは０％から１３．８％、中国は１．４％から１０．４％に増加している（表
２）。これは近年の中国および中東諸国へのフィリピン産バナナの輸出急増
－７９－
（表４）地域別バナナ生産（キャベンディシュ種）（２０１０年）
構成比（%）面積（ha）構成比（%）生産量（mt）地　方/　州
１００．０７９，６４２１００．０４，５６０，６１５全　国
９９．６７９，３１５９９．９４，５９７，５６２　ミンダナオ
０．０２９０．０１６９　　サンボアンガ半島地方
２０．９１６，７０７２４．２１，１１７，１２４　　北部ミンダナオ地方
２０．８１６，６００２４．２１，１１６，１００　　　ブキドノン州
０．０４００．０７４１　　　ミサミス・オキシデンタル州
０．０６７０．０２８０　　　ミサミス・オリエンタル州
６０．４４８，１５３６３．６２，９２７，２４７　　ダバオ地方
３６．０２８，６６４３２．１１，４７８，６９３　　　ダバオ・デル・ノルテ州
４．３３，５００３．８１７３，８５９　　　ダバオ・デル・スール州
０．０５８０．０７１５　　　ダバオ・オリエンタル州
１６．７１３，３３３２３．９１，１００，１５１　　　コンポステラ・バレー州
３．２２，５９８３．８１７３，８２８　　　ダバオ市
１１．５９，２１９９．４４３２，４７３　　SOCCSKSARGEN地方
０．１８４２０．３１４，７３９　　Caraga地方
５．４４，３６５２．３１０５，８２３　　ARMM
（出所）Bureau of Agricultural Stastics.
（表３）フィリピンのバナナ輸出額（２００５－２０１０年）
（単位：１００万ドル）
全輸出額果実計バナナ年
４１，２５０６６０３６３２００５
４７，４１０７１９４０５２００６
５０，４６６７４７４０１２００７
４９，０７８７３３４０６２００８
３８，４３６６９９３６０２００９
５１，４９８６５１３１９２０１０
（出所）National  Statistical  Coordination  Office  (2011) Philippine  Statistical  Yearbook 
2011.
を反映している５。輸出額でみると２０１０年のバナナ輸出は、３億１９００万ドル
で、全果実輸出額の４９．０％、全輸出額の０．６％に相当する（表３）。　
　バナナ生産の主産地はミンダナオ島で、２０１０年には全国生産に９９．９％を占
めている。このうちダバオ・デル・ノルテ州が３２．１％、ブキドノン州が２４．２％、
コンポステラ・バレー州が２３．９％と、この３州で全国生産の８０．２％を占めて
いる（表４）、（図１）。
－８０－
　　　　（図１）フィリピンのバナナ生産地（ミンダナオ島）
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　第２節　バナナ生産の特徴
　　（１）多国籍企業（MNC）の支配
　バナナ生産の特徴は、その生産、貿易、など主要な領域において多国籍企
業（Multinational Corporations: MNC）が関与、支配しているとの点である。
MNC は広大なプランテーションを所有、賃借し、または数多くの農家と契
約栽培を締結し、自家用の冷蔵船や醸成施設、保蔵倉庫など一連の施設を所
有し、さらには最終的な配送網をも構築している。これらの結果、規模の経
済を達成し、小規模生産農家、取引業者に対して比較優位を保持してきた。
　フィリピンにおいては、キャベンディシュ・バナナ輸出を支配する大手４
社がそれである。すなわち、キャッスル・アンド・クック社（Castle and 
Cooke: C&C、子会社は Dole Food Company）（米国）、チキータ社（Chiquita 
Brands International）（米国）、デルモンテ社（Del Monte Fresh Produce）
（米国）および住商フルーツ（Sumiflu Corporation）（日本）である。
　フィリピンにアメリカの MNC が進出した意図は、バナナの日本市場での
消費拡大予測に対応したもので、１９６３年のバナナ輸入の為替制限解除が契機
にし１９６０年代に開始された６。
　最初にバナナ生産の交渉を着手したのは、チキータ社で、１９６４年にダバオ
刑務所（Davao Penal Colony: DAPECOL）用地の賃借をフィリピン政府と
交渉したが不調に終わった。この後 １９６８ 年に子会社の（Mindanao Fruit 
Corporation）を経由して、タグム開発会社（Tagum Developing Corporation: 
TADECO）と TADECO が従前にマニラ麻を栽培していた土地１０２４ ha の
賃貸契約を締結した。これとは別に、１９６９年に TADECO は、司法省と 
DAPECOL 用地５２１２ ha のバナナ生産用に１５年間の賃借契約を締結した。同
土地は輸出向けバナナ栽培の最適地とされていた７。農地改革省はこの土地
の包括農地改革計画対象を主張してきたが、司法省当局はバナナ栽培は囚人
の矯正事業であるとし拒否し続けた。最終的にアロヨ政権は２００３年に司法省
に TADECO との２５年間の賃貸契約更新を承認している８。
－８１－
　C&C は１９６４年にフィリピンの子会社スタンフィルコ社（Standard 
〈Philippines〉 Fruit Corporation; Stanfilco）を設立し、スタンフィルコ社は
１９８２年に同じく子会社のドール・フィリピン社（Dole Philippines, Inc.）の一
部となっている９。
　デルモンテ社は、パイナップル生産を目的に１９２６年に設立したフィリピン
・パッキング社（Philippine Packing Corporation; PPC）による８０００ ha の国
営開発公社（National Development Corporation: NDC）所有地の賃借契約締
結を足掛かりに、１９６８年にミンダナオ・ブキドノン州ににバナナ・プラン
テーションを開発した１０。
　住商フルーツは、日本でのバナナ供給をアメリカ MNC に支配されるを危
惧し、フィリピン企業との合弁企業形式による自社のプランテーション投資
を決定し、１９６８年にダバオ・フルーツ社（Davao Fruits Corporation: DFC）
の株式の３６％を取得し、バナナの買付けに着手した。その結果、国内バナナ
市場に見合った３０００ ha のバナナ栽培面積が保証されたわけである。DFC の
プランテーションはダバオ市カリナン、タグム、コンポステラ・バレー州の
３地域に分散している１１。
　アメリカ系 MNC 各社のバナナ生産方式に向けた手法は、それぞれ特徴が
ある。最も保守的で高いリスクをとる生産方式を採ったのは、チキータ社で、
上記の DAPECOL の５２１２ ha の土地を又借りし、生産会社の TADECO の１
社のみに生産委託をしている１２。
　これに対し、積極的、かつ複合的な生産方式を採ったのが C&C で、４種類
の形態を採っている。第１に、小規模生産農家との契約栽培である。第２に、
企業生産を委託すべく合弁企業３社を設立している。第３に、直接企業生産
をすべく、プランテーション２農場を賃借している。第４に、香港の子会社
に直接販売するためのプランテーションを開設している１３。
　これらの中間にあるのがデルモンテ社で、保守的の度合いは低く、またリ
スクを減らすべく２００ ha 程度を保有する農業関連企業と生産、マーケティン
－８２－
－８３－
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グ契約、融資契約を締結している１４（表５）。
　　（２）バナナ・プランテーション経営の特徴
　前節で述べたような多国籍企業の関与のもとでなされるバナナ・プラン
テーション経営の特色は、集権的経営システム（Centralized Management 
System）である。すなわち、生産からマーケティングのすべての局面で一貫
して多国籍企業が支配している（図２）。これには次のような要因をあげる
ことができる。
　　　①　厳密なスケジュール管理
　商品のバナナは腐敗し易い（perishable）熱帯果実である。輸出先企業か
らは高い品質基準を求められる。また、専用船の船積スケジュールに合わせ
たバナナ生産が求めらるれている。このため、バナナの植付け、栽培（写真
１）、収穫、加工、冷蔵トラックによる埠頭の保蔵所への搬送、バナナ専用
船への船積みなど時間管理の徹底をはかる必要がある。また、これらは過剰
生産を回避するためにも必要とされる１５。
－８５－
写真１　農場でのバナナの袋掛け作業。（筆者撮影。以下同じ）
　　　②　インフラの整備
　プランテーション農場からバナナ加工場であるパッキング・プラントまで
バナナを輸送するオーバーヘッド・ケーブル支柱（Over Head Cable Propping: 
－８６－
写真２　バナナをパッキング・プラントまで輸送するオーバーヘッド･ケー
ブル支柱。
写真３　パッキング・プラントでのバナナ水洗い作業。
OHCP）（写真２）、バナナの水洗い場であるパッキング・プラント（写真３）
などが必要で、これらの設営には資金を必要とする。
　　　③　病虫害伝染防止の徹底
　プランテーションでの病虫害（シゲトカ病、パナマ病）の発生は、急速に
伝染する。このため、病虫害対策は農場内で薬剤の飛行機散布など一斉に実
施する必要がある１６。
　　　④　大量の農業労働者を雇用
　プランテーションでは大量の農業労働者を雇用している。これらの労働者
に対する各種社会福祉事務手続きなど増大する人事労務に対応する体制の構
築が必要となっている。必要となる管理・監督者、事務職員数は総労働者の
約１０％とされている１７。
　第３節　バナナ生産と規模の経済
　　（１）先行研究では生産量の差異はわずか
　規模の経済とは、生産規模が拡大したとき、産出量が規模の拡大以上に増
大することである。これを輸出向け商品作物生産に当てはめると、プラン
テーション規模の拡大に応じて、単位面積当たり収量が増大することを意味
する。すなわち規模の経済はプランテーション農業に存在するとし、その結
果、大規模プランテーションにおける農業生産は、小規模生産農家における
それよりも効率的である。したがって農地改革による土地細分化は、規模の
経済を失い、輸出向け商品作物に期待される効率的生産を損なうものである
としてきた。以上を根拠とし、フィリピンではこれまで歴代政権において、
プランテーション農地に対する農地改革は先送りされてきた。
　これに対し、先行研究である速水・キスンビン・ソリアノは、実地調査を
踏まえ、ココナツなど樹木作物の生産には規模の経済はないとした１８。また、
サトウキビ生産においては、規模の経済は存在するが、この根拠となってい
る集権的経営システムは、大型機械や賃貸トラクターの賃借りによる活用、
－８７－
高い労働費用を代替する在来的投入、伝統的農法の導入をもって克服できる
とした１９。
　バナナ生産における規模の経済に関しては、１９８６年時点のデータによると、
企業直営プランテーションの生産量は４０５０箱（１箱＝１３．５）／ha、小規模生
産農家の３３８５箱／ha と大きな差異はなかったとしている（表６）２０。そして小
規模生産農家における規模の経済の不利を克服するための次項に述べる提案
している。
　　（２）農地改革と契約栽培
　　　①　未採用に終わった提案
　コラソン・アキノ政権による１９８８年の包括農地改革法の施行を機に、プラ
－８８－
（表６）プランテーション企業と契約栽培小規模農家の１ha 当たり生産量
比較（１９８６、１９８７年）
１ha 当たり箱数（１箱＝１３．５）
企　業
１９８７年６月１９８６年
Dole-Stanfilco
３，９８０４，０５０　DAPCP（直営プランテーション）
３，２６８３，４３０　契約栽培企業
３，３１５３，３８５　契約栽培小規模農家
Delmonte
３，３８９３，５９１　Marsman
　Sumisho Fruit Group
２，３７６２，５５５　Hijo
２，５２３２，３５０　Twin Rivers
United Brands
３，１５９３，６４９　TADECO
（出所）Hayami, Qusumbin and Adriano (1990) p. 143.
（原典）Pilipina Banana Growers and Exporters Association.
ンテーション農地を対象とした農地改革が論議となった。前項で述べたとお
り、速水・キスンビン・ソリアノにおいては企業直営の大規模プランテー
ションと小規模生産農家の生産性には大きな差異はなかったことを踏まえて、
小規模生産農家の形成を促した。このため公有地の賃貸料の累進制の導入、
民有地に対する累進税の導入を提言した。この結果、プランテーション企業
にとって当地保有限度面積を超える部分は負担増となり、小規模生産農家と
の契約栽培を促すことになるとした２１。
　速水・キスンビン・ソリアノによると、ミンダナオにおけるバナナ生産の
最適規模は２５ ha であるする２２。これは労働生産性が効率的であると同時に
監視が容易であるからである。すなわち、バナナ・プランテーションには、
伝統的にパルセラ・システム（parcera system）がある。パルセラ・システ
ムはプランテーション作業を２０ ha から５０ ha のフィールドに分割し、そこで
５人から１４人の農園労働者、監督者によるフィールドに特有な生産業務（地
下茎除去、剪定など生育管理）および集中的管理に必要な生産業務（灌漑排
水維持管理、殺虫剤散布、収穫、パッキング、加工など）が遂行されるとす
る２３。しかしながら、筆者による実地調査における聞き取りでは、このよう
なパルセルラ・システムは、実際には、ほとんど存在してなかった。また、
この提言そのものも政府当局に考慮されることはなかった。
　　　②　契約栽培の推奨
　また、同上提言に述べたように、小規模生産は労働生産性、監視の容易さ
の面から最適である。しかしながら、プランテーション企業は、小規模生産
では集権的経営システムによる労働力利用よりも生産管理コストが大きくな
るため、その導入に消極的である。また、小規模生産では、生鮮果実の生産、
船積、流通部門における管理、調整は、プランテーション企業が要求する厳
密な水準の達成は難しいとしている。このため、小規模生産による不利を克
服するには、契約栽培の導入、開発が有効であると推奨している２４。
－８９－
第２章　包括農地改革計画とアグリビジネス
　第１節　アグリビジネス・ベンチャー協定
　１９８８年６月に当時のコラソン・アキノ大統領は包括農地改革法
（Comprehensive Agrarian Reform Law; CARL，共和国法〈RA〉第６６５７号）
を布告し、同政権の包括農地改革計画（Comprehensive Agrarian Reform 
Program; CARP）が正式に定まった。包括農地改革計画の成立に至る経緯
と問題点の詳細に関しては、筆者による論文「アキノ政権の農地改革」に記
述されている２５。
　
　　（１）商業農場の土地配分を１０年先送り
　アグリビジネスに必要となるプランテーションなど大規模な農場に関わる
事項に関して、CARP においては、多国籍企業農地、商業農場、法人農場の
規定がある２６。一般論として農地は個別農業労働者に直接分配されるとする
も、経済的に実行不可能であり農地分割が不適切である場合は、農業労働者
が結成の協同組合またはビジネス組織が新たに賃貸契約、契約栽培を締結す
るとした（包括農地改革法８条、同２９条）。
　商業農場については、畜産、養鶏、養豚、塩田、養魚、海老養殖を含む養
殖業、果樹園、欄栽培、蔬菜、花卉園、カカオ、コーヒー、ゴムのプランテー
ションを含むとしているが（同１１条）、これにはバナナ・プランテーション
を含むものと解されている２７。ところが肝心の商業農場の民有地に関する土
地収用、配分に関しては、１０年後に実施するとし先送りしている（同１１条）。
商業農場の１０年先送りに関しては、バナナ・プランテーション業界のフィ
リピンバナナ生産者輸出業協会（Pilipina Banana Growers and Exporters 
Association: PBGEA）のロビー活動が背後に存在するとの指摘もある２８。
　包括農地改革法は１０年間の時限立法であり、これがラモス政権下の１９９８年
に包括農地改革計画強化法（RA 第８５３２号）の制定と合わせ１０年延長された。
－９０－
商業農場を対象とした農地改革に着手がいよいよ迫られることになったので
ある。なお、農民組織の要求があり、CARP は２００９年に包括農地改革計画強
化法（RA 第９７００号）をもってさらに２０１４年まで５年間の再延長が決まって
いる。
　　（２）アグリビジネス・ベンチャー協定の登場
　２０００年１２月現在の包括農地改革計画の実績をみると、達成率は民有地で
５０．２％、うちコメとトウモロコシの小作農地が８８．９％、その他民有地が４０．９
％である。その他民有地では、遅れが目立つのは強制収用の９．８％である。
とりわけ５０ ha 以下の強制収用が遅れている。この意味するところは５０ ha 超
の大規模農地の収用が２３．９％となっている点である（表７）。アグリビジネ
スの振興に際しては、この大規模農地の扱いが政策課題となる。この時点で、
包括農地改革法の商業農場への適用が「先送りされた商業農場の収用、評価、
補償、分配に関する規則」が制定された（１９９８年農地改革省省令〈AO〉第
－９１－
（表７）フィリピン農地改革計画の実績（１９７２－２０００年）（民有地・農地改革
省所管）
達成率
（％）
実績
（ha）
計画
（ha）
区分
８８．９５１５，４３４５７９，９２０コメ・トウモロコシの小作農地（OLT）
４０．９９８７，８１９２，４１６，５８５その他民有地
８３．１３２９，６１９３９６，６８４　自主的売却申請（VOS）
１３０．０３７０，０４８２８７，７４２　自主的土地移転（VLT）
６１．１１４０，３４２２２９，７９６　政府金融機関（GFI）
９．８１４７，８１０１，５０５，３６３　強制収用（CA）
２３．９１０９，３４５４５６，５８８　　５０ha 超
３．７１１，５１６３１２，３５５　　２４ha 超～５０ha
３．７２６，９４９７３６，４２０　　５ha 超～２４ha
５０．２１，５０３，２４３２，９９６，１０５合　計
（出所）Department of Agrarian Reform.
９号）。また、農地改革地区２９　における合弁企業体に関する規則も制定され
た（１９９９年農地改革省省令〈AO〉第２号）。
　上記省令の前者において、あらたな概念として、アグリビジネス・ベ
ンチャー協定（Agribusiness Venture Agrrangement; AVA）が登場する。
AVA では、これまでの農地改革の基本方針にアグリビジネスを加えた。そ
れは以下２点において挙げられる。
　第１に、AVA は、農業生産の経営規模の最適化、土地保有の保障、農地
改革受益農家所得の保障を目的とするとした（１９９８年 AO 第９号３０条（d）
（１））。ここでは農業の生産性向上が重視されている。すなわち農業生産に、
積極的に規模の経済を導入し生産性の向上をはかるとした点である。規模の
経済は、包括農地改革計画の枠内でなされ、農地保有を保証し、かつ農家所
得を保証するとしている。
　第２に、AVA は、内外のアグリビジネス投資分野への誘致を積極的に掲
げたのである。すなわち、規則では上記の目的を達成するため、農地改革受
益農家あるいは投資家が AVA を締結することを明白に理解するとした（同
３０条（d）（２））。内外の投資家を包括農地改革計画の実行の関与者に認定し
たのである。同省令においては、経済的に実現不可能であり農地分割が不適
切である場合は、当該農地は、協同組合またはビジネス組織を結成した農地
改革受益農業労働者により集合的に所有されるとした（同２条（e））。同時に、
従前の地主は農地改革農家に残額債務がなければ、AVA を締結できるとし
たのである（同３０条（a）（５））。
　AVA は、商業農業に適用されるとしたが、土地代金の決定に関してはバ
ナナ、パイナップル、ゴムなど商業作物を含むとし（同２条（f））、多国籍企
業所有農地に関する規定はこれに含まれると解される。これまでの基本政策
を転換し、農地計画の枠組みでアグリビジネスに内外投資の積極的誘致を掲
げた。これは農地改革の方向性のパラダイム転換と言ってよい。
　次に、AVA の形態に関して、７方式を選択肢としてあげている（表８）。
－９２－
－９３－
（表８）アグリビジネス・ベンチャー協定の選択肢
（１）合弁企業契約
投資家と農地改革受益者からなる協同組合または団体が組織し、共同所有するア
グリビジネス企業による合弁企業契約である。投資家は経営、販売技術、インフ
ラストラクチャーおよび資本を提供する。合弁企業において農地改革受益者は労
働、土地使用権、および可能であれば資本投入を分担する（１９９８年農地改革省省
令第９号３条（i））
（２）土地賃貸契約
農地改革受益者が結成した協同組合、または農業労働者組織が地主／投資家と締
結する土地賃貸契約である。借地人は農地の管理、運営を行い契約期間は１０年以
内であるが両者の合意で延長できる。借地料は農地改革受益者がフィリピン土地
銀行に支払う土地代金分割払額を下回ってはならない（１９９８年農地改革省省令第
９号３条（j））。
（３）契約栽培
協同組合による共用所有、または個人所有により土地を所有する農地改革受益者
が、事前に設定した条件で購入すると契約した投資家、またはアグリビジネス企
業のために作物を生産を成約するアグリビジネス契約である（１９９８年農地改革省
省令第９号３条（e））。
（４）マネジメント契約
農地改革受益者または結成した協同組合／組織が、地主または／投資家に農場経
営を一定額または手数料をもって委ねるアグリビジネス契約である（１９９９年農地
改革省省令第２号５条（c）（）。
（５）BOT 方式
投資家は、農産物の生産、加工、流通に利用する資本財、インフラストラクチャー、
サービス、施設の導入、修復、改良の費用を負担する。また契約期間に同作業を実
施し、契約終了後はその集合的所有は、設備、施設の所在する農地を所有する農地
改革受益者に統合される（１９９９年農地改革省省令第２号５条（c）（））。
（６）生産、加工、マーケティング契約
農地改革受益者は農産物の生産加工に従事し、それらを直接に融資と技術を提供
する投資家に販売する（１９９９年農地改革省省令第２号５条（c）（））。
（７）サービス契約
農地改革受益者は、農業機械による開墾、耕作、収穫、加工、収穫後作業、およ
びその他農作業のための有料サービス契約に従事する（１９９９年農地改革省省令第
２号５条（c）（））。
（出所）１９９８年農地改革省省令第９号および１９９９年同２号の各号から筆者作成。
これらのうちどの方式を選択するかは、農地改革受益農民、あるいは受益農
民が結成する協同組合の判断による。この場合に複数の選択肢を取り入れた
複合契約も許容されている３０。具体的には、契約栽培にマネジメント契約、
生産・加工・流通契約を加えた複合契約、土地賃貸契約にサービス契約を加
えた複合契約が一般的である。
　第２節　土地の収用、分配
　　（１）土地権利証書の区分
　前節のアグリビジネス・ベンチャー協定に関連して重要なのは、農地所有
権移転に際して交付される土地権利証書（Certificate of Land Ownership 
Award; CLOA）の形態である。これには、所有する農地を特定できる個人所
有土地権利証書（Individual CLOA）と特定が不可能な共同所有土地権利証
書（Collective CLOA）の２方法がある。なお後者に関しては、２００８年包括
農地改革計画強化法（RA 第９７００号）において、農地改革省に速やかに当該
農地の地籍図の作成を義務付けている（同 RA ２５条）。
　その現状をみると、２０１１年現在、全国レベルでは共同所有土地権利証書交
付の面積は７０．０％、個人所有土地権利証書交付の面積は３０．０％である。（表
９）。これをバナナ主産地のダバオ・デル・ノルテ州でみると同様の傾向が
みられ共同所有土地権利証書交付の面積は７５．２％、個人所有土地権利証書は
２４．８％である。すなわち、バナナ農地をはじめプランテーション農地に関し
ては、共同所有土地権利証書交付の面積は、個人所有土地権利証書交付の面
積の約３倍に達している。ということは、バナナ農地の開発問題は、共同所
有土地権利証書を交付されたプランテーション農地を対象に考察が進めらる
必要があることを意味する。
　次にバナナ・プランテーションにおける AVA の方式選択の現状をみる。
フィリピン開発アカデミーが委託した調査によると、１９９８年から２００６年の間
に２８件が実施され、うち土地賃貸契約が１７件、４３９５ ha（７１．６％）、契約栽培
－９４－
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が１１件、１７４３ ha（２８．４％）となっている。バナナ生産農地に関しては、面積
で土地賃貸契約は契約栽培の２．５倍で、土地賃貸契約を選択する事例が多い
ことを示している３１。
　　（２）共同所有土地権利証書交付の条件
　第１節（１）で述べたように、包括農地改革計画（CARP）は、２０１４年まで
５年間の再延長がなされている。すなわち、これまでに農地改革は完了して
いるとの前提がなされたわけである。このため、政府は、２０１１年農地改革省
省令第７号をもって、「民有地の収得、配分に関する規則、手続きの改正」
を制定した。同省令は２００９年農地改革省省令第２号の「農地の収得、分配に
関する規則、手続き」の全面的改正である。
　２０１１年農地改革省省令第７号の特色は、一般的には、土地が１区画または
複数の区画に分筆されている場合は、農地改革受益農民（ARBs）の所有限
度は３ha とすると CARP 規定を確認したうえで、共同労働農業労働者、協
同組合は、共同所有土地権利証書の交付を選択できるとした。この場合、そ
の構成員数に３．０ ha を乗じた面積を超えてはならないとした（同省令９６条）。
そして共同所有土地権利証は共同所有農業労働者、協同組合の名義で交付す
るとし、その土地権利証書の裏面に共同所有者である構成員全員の氏名を記
載するとした。
　また、省令では共同所有土地権利証書が発行される条件を以下のように規
定している（同省令９６条）。すなわち、これらの条件がある場合は、個人所
有土地権利証書の交付を受けることができないことを意味する。
①　現在の農園経営システムが、CARP 対象の土地において、個人農園、あ
るいは土地の小区画に分割のいずれにも適合しない場合。
②　農園の就業形態が特殊であり、農場労働者が作業別に組織されている場
合で、農薬散布、除草、パッキングなどの作業がそれである。
③　農地改革受益の有資格者であるが、現在は個別の区画で営農しておらず、
－９６－
隣接する大規模農場で共同労働に従事している場合。
④　集約的に多品種の作物を栽培する農園、またはパッキング・プラント、
倉庫、堰堤など作物生産以外の用途の地区を含む農場。
　また、農地改革受益農民（ARBs）が個人所有土地権利証書あるいは共同所
有土地権利証書のいずれかを希望するかを決めたのちに、ムニシパル農地改
革事務所長（Municipal Agrarian Reform Officer: MARO）は ARBs に対し
実際に土地所有を割当てる（同省令９９条）。すなわち、この場合に個人所有
土地権利証書の発行は可能としており、次の要件に従ってその発行を限定的
に認めている。
①　共同所有土地権利証を所有する個別の ARBs の区画が互いに隣接、連続
している場合。
②　ARBs が小作をしている区画を当人に分配する場合。
　第３節　農地改革受益農民の視点
　包括農地改革計画がバナナ生産のプランテーションに適用されるに至ると、
様々な問題が表面化した。これらの問題の根底には、農場でバナナの生産活
動に参加してきた農業労働者に対する土地配分、および農地改革受益農民と
しての地位保証が十分になされていない現実がある。
　　（１）対象農民の選択が意図的
　バナナ・プランテーションに包括農地改革計画（CARP）が適用されるに
際しての基本課題のひとつが、対象となるべき正当な受益農民を除外する一
方で、対象とならない農民に適用するという受益農民の選択の問題である。
１９９８年に CARP が商業農場に適用延期となった１０年間に、バナナ・プラン
テーションの再編計画で農業労働者２万人が退職勧告で離職している３２。プ
ランテーションで不足の労働力は他のプランテーションで失職した臨時雇用
者で充足するなどで、生産コストを削減している実態がある。また、退職勧
－９７－
告の対象は、労働組合活動家であるなど意図的で、プランテーション企業に
よる労務対策の一環としてなされたものであった３３。
　　（２）１プランテーション＝１協同組合の政策
　２０００年１０月２０日付けで農地改革省次官から、Worldwide Agricultural 
Development Corporation （WADECOR）を離職した農業労働者は専属の協
同組合である WORDECO Employees ARBs MPC （WEARBEMCO）の組合
員となる条件をもって、農地改革受益農民と認定するとの指示が出されてい
る。これに対し、農地改革省当局が１プランテーション＝１協同組合を要請
してくるのは、憲法に規定する結社の自由を侵害するものとの批判がある３４。
これは、退職を勧告をしたプランテーション企業のもとで結成された協同組
合に対する不信の表明と考えられる。
　　（３）AVA 方式選択の自由の不在
　プランテーション企業の支持で形成された協同組合の場合、企業が望む 
AVA の方式以外に選択することは通常できない。とくに、WADECOR, 
MARSMAN の事例ではこれが顕著であった３５。この意味するところは、両
企業は AVA で土地賃貸契約／リースバック契約（lease back contract）選択
しており、この契約が企業の意向で一方的に決められたとの認識がある。
　　（４）人権侵害の横行
　大規模のバナナ・プランテーションで、その一部が CARP の対象となり、
あるいは複数の協同組合が存在する事例では、農村部における自衛組織の特
別民間予備軍（Special Civilian Auxiliary Army: ACAA）、または民間軍用地
区部隊（Civilian Armed Forces Geographical Unit: CAFGU）が農業労働者
に対し頻繁に襲撃を繰り返している。目的とするのは、企業の意に沿わない
農業労働者に対する違法解雇、脅迫である。とりわけ、WADECOR では、企
－９８－
業が支持する協同組合が AVA 方式を選択した土地賃貸契約に反対する農業
労働者５１人が強制的に解雇され、追放された事例があり、人権侵害が行なわ
れている３６。本来、これらの組織の任務は、国軍の指揮下で対反乱、暴動に
あたるものが、プランテーションの警備員として使用されている。
第３章　バナナ生産農家自立のための経営システム
　第１節　農地改革後のバナナ生産の類型
　第２章第１節（１）で述べたとおり、商業作物農場に対する包括農地改革計
画（CARP）の適用が１０年間先送りされ、１９９８年６月から適用されたが、
２０００年までのわずか２年間に、農民運動の盛り上がりを背景に、分配された
農地は１９８２ ha、農地改革受益農民数は１９１９農家に達している３７。CARP の適
用が待たれていたことは明らかである。そこで、包括農地改革計画により土
地の配分を受けた農地改革受益農民（ARBs）が自立に向け始動するには、
いかなる制度的枠組みが構築される必要があるかを考察する。この場合にお
いては、以下に順次記述のとおり、分権的経営システムのもとで、農地改革
受益農民から構成される協同組合の設立、当該協同組合とプランテーション
企業による契約栽培の締結が必須の条件となる。
　農地改革後のバナナ生産の類型を図解すると（図３）、１－A みるように共
同所有土地権利証書を交付され、契約栽培の協同組合がバナナ生産の経営主
体となるのが自立に向けた最適な形である。そして結論的には、個人営農シ
ステム（Individual Farming System: IFS）の導入がバナナ生産農家の自立に
不可欠である。また、２－A に見るような個人所有土地権利証書（Individual 
CLOA）の交付をすでに受けた農地改革受益農民から構成される協同組合に
関しては、組合員自立にむけた条件はすでに構築されている。この場合に農
地改革受益農民が協同組合を形成しないときは個別契約栽培をとり、２－B の
例になり、プランテーション企業による生産管理となり、自立をしたものの
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農地改革のメリットは少ない。
　一方、１－B にみる共同所有土地権利証書（Collective CLOA）の交付を受
け、AVA において土地賃貸契約／リースバック契約を選択した協同組合、あ
るいは、２－C にみる個人所有土地権利証書の交付を受け土地賃貸契約／リー
スバック契約を選択した個別農民に関しては、自立の達成は難しい。
　また、１９８０年代後半に発表の橋本論文においては別の視点から、輸出用バ
ナナの生産のプランテーション経営方式を、単一借地農園方式（TADECO）、
複数借地農園方式（住商フルーツ関連企業）、契約農園グループ方式（デル
モンテ）、小農園グループ方式（Dole-Stanfilco）の４方式に分類しているが３８、
農地改革との関連、協同組合の役割に関しての記述はとくにない。
　第２節　分権的経営システムへの転換
　　（１）生産部門は協同組合が担う
　バナナ・プランテーション農地の農地改革による配分は、それまでのプラ
ンテーションで働く農業労働者にとって土地所有権を付与されたバナナ生産
農家への転換を意味する。この場合、共同所有土地権利証書による配分では
協同組合が一括して土地所有権を持つことになる。したがって、農地改革
受益農民（ARBs）からなる協同組合が発足し、ここで AVA の契約栽培
を選択する。このことは、バナナ生産においては、集権的経営システム
（Centralized Management System: SMA）から分権的経営システムへ
（Decentralized Management System: DCM）の転換を意味する。すなわち、
プランテーション農場内でのバナナ生産部門は協同組合が分担し、バナナの
所有権は組合員農家に帰属し、協同組合がこれを買上げ、企業に売渡す。こ
れに対し、商品のバナナがパッキング・プラントでプランテーション企業に
引渡された後のマーケティング部門は企業が分担する。これは生産部門と流
通部門の分離を意味する。全体の流れを図式化すると最終的商品としてのバ
ナナが協同組合によって生産され、そのままに荷姿で船積、輸出されるので
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ある（図４）。この場合に、生産部門において協同組合は企業の必要する厳密
な生産のスケジュール管理を実行を担うことになる。これらの具体的指示に
関しては、第４章第２節（２）の事例に示されている。
　　（２）協同組合の結成
　分権的経営システムの前提となるのは、前章第３節で述べたような共同所
有土地権利証書（Collective CLOA）の交付を受け、かつアグリビジネス・
ベンチャー協定（AVA）において契約栽培を選択した協同組合が形成されて
いることである。協同組合が組合総員の要求を代表し、契約栽培の当事者の
プランテーション企業と、バナナの買上げ価格、買上げ時期などの基本的な
事項に関して組合員が有利になるように交渉が可能となる。
　また、個人所有土地権利証書（Individual CLOA）の交付をすでに受けた
農地改革受益農民から構成される協同組合に関しては、組合員自立にむけた
条件はすでに構築されている。ところが実際には、この場合には協同組合を
結成すると自ら所有の農地の使用目的が限定されるため、協同組合を形成し
ない事例が一般的との厳しい見方がある３９。
　一方では、共同所有土地権利証書（Collective CLOA）の交付を受け、AVA 
において土地賃貸契約／リースバック契約を選択した協同組合に関しては、
自立にむけた課題達成するに克服すべき多くのを課題を残している。このた
め、本章第４節で述べるように、バナナ生産農家にとってその自立は難しい
と言わざるを得ない。
　第３節　契約栽培の導入
　　（１）１９７０年代後半に契約労働のシステム変更
　フィリピンにおけるバナナ生産の契約栽培（Contract Growing）は、包括
農地改革法の施行以前から実行されており、大規模プランテーションにおけ
る個別の小規模生産農家を相手に導入されてきた。すなわち、１９６６年に他の
－１０３－
プランテーション企業に先んじてドール・スタンフィルコ社（Dole 
Philippines, Inc., Stanfilco Division: Dole-Stanfilco）が最初に導入している。前
出のダビッド・テマリオ・アビナレス・テベス論文によると、契約栽培を導
入した経緯は、当時、大規模プランテーションを開発するに際して土地の集
約に難点があったため、個々に小規模生産農家から契約栽培でバナナを集荷
せざるを得なくなったからであるとしている４０。
　また同論文では、Dole-Stanfilco はプランテーション地区に道路、灌漑施設
などを建設した。さらに、同論文では、契約に調印した小規模バナナ生産農
家は、高い肥料など投入財の購入、低い売渡し価格を余儀なくされ、Dole-
Stanfilco からの前借金など債務を累積してきたこと。そして小規模生産農
家が、生存目的のため家族労働の動員、日常品のサリサリ・ストア（雑貨店）
での掛買い、さらには債務増大で困窮化した小規模生産農家は、緊急時に資
金融通を企業から受けるという企業依存から脱せない状況にあったとした。
さらには、購入してあった肥料、農薬の投入財を売払い緊急時の支払に充当
する。まさに「貧困の罠」に陥っている事例を実地調査で明らかにした。
　これに対し、１９７０年代末に至るまで他の多国籍企業は、契約栽培を導入し
てなかった。これは、第１章第３節（２）で示したように、契約栽培のための
契約交渉、監視のコストがプランテーション企業直営の雇用労働管理のコス
トよりも大きいことによる４１。
　契約栽培は元来、農場での生産は生産農家に任せられてきた。しかしなが
ら、これはバナナ輸出市場の求める生産量、質の保証に満足できるものでな
かった。１９７９年に Dole-Stanfilco は契約栽培に大きな変更をした。これは農
村部における社会的安定と労務管理コスト負担軽減を考慮したもので施肥、
農薬散布、収穫などの共同労働は Dole-Stanfilco の管理下で契約労働者が行
い、この費用は Dole-Stanfilco が小規模農家に支払うバナナ価格から控除す
る契約栽培に変更された。これをもって、第１章第３節（１）に示したように
プランテーション企業と小規模生産農家との生産性の差異は少なくなったの
－１０４－
である４２。
　この契約栽培の事例は、前述の農地改革後のバナナ生産の類型（図３）の
２－B と同じパターンで、小規模生産農家と個別の契約栽培を締結したプラン
テーション企業が生産の経営主体となる。最大の問題は、協同組合が不在で
あったことが、小規模生産農家の貧困化を阻止できなかったのである。
　　（２）プランテーション企業にとっての契約栽培
　本章第１節では、農地改革によりプランテーションにおけるバナナ生産農
家の生成、および協同組合の発足をもたらし、これは分権的経営システムへ
の転換の前提となることを述べた。この分権的経営システムは、協同組合に
よる契約栽培（Contract Growing）の導入により、その機能が確固たるもの
になる。
　ミンダナオを基盤とする NGO である AFRIM４３　および研究者によると、
契約栽培の導入は、プランテーション企業にとって、次のような意図がある
としている。
　　　①　天候不順などのリスク転嫁
　プランテーション企業は、契約栽培を導入することで、天候不順などに起
因するバナナ生産に関わるリスクを協同組合に転嫁することができる４４。
　　　②　労務対策など経営上のリスク軽減
　プランテーション企業は、農場で働く農業労働者による労働組合からの賃
金、付加的給付の引上げ要求交渉への対応というリスクを減ずることができ
る。また、民有地借上げの場合には、地主の地代値上げ交渉というリスクを
軽減ことができる４５。
　　　③　アグリビジネス・バリューチェーンの確保
　プランテーション企業は、バリューチェーンを維持するための協同組合の
生産活動に対する必要な品質維持のための権限支配の行使を許容される４６。
－１０５－
　　　④　農地改革の対象外
　契約栽培であるから、プランテーション企業は土地所有権もたない。この
ため農地改革の対象とはならず、農地改革の当事者ではなく、その対象外と
なる４７。
　　　⑤　随時撤収が可能
　プランテーション企業は事業運営の環境が不利となった際には、プラン
テーションにおけるバナナ生産事業からの随時撤収が可能となる４８。
　　（３）協同組合にとっての契約栽培
　次に、契約栽培の方式が、一方の契約相手である協同組合にとって持つ
意味をみる。契約栽培は、通常プランテーション企業と協同組合との「バ
ナナ売渡しおよびマーケティング協定」（Banana Production and Purchase 
Agreement: BPPA）などの形式で契約され、その内容は、基本的に売手と買
手の義務を示すものとなっている４９。一方、プラテーション企業と個別小規
模生産農家との契約になると、プランテーションにおける生産と経営に関す
るすべてのコスト、資金は売手の負担となる。
　協同組合が契約の当事者となると、責任およびリスク分担の分岐点が重要
な条項となる。実際には、売手による生産が終了した場所、または買手が指
定した場所などで、具体的にはパッキング・プラント渡し、埠頭渡し、本船
船渡しがある。契約条項に定める場所は、各協同組合の態様によって様々で
ある。
　一般的には、協同組合にとって契約栽培の利点、および義務は、次のとお
りである。
　　　①　売渡し価格と引渡し場所の設定
　これにより、安定的な売上げ量を確保できる。価格は、契約相手プラン
テーシン企業との年次契約によることが多い。引渡し場所も輸送コストを決
定する大きな要因である。
－１０６－
　　　②　技術援助の供与
　契約栽培では、プランテーション企業から、技術指導を受けることができ
る。技術指導は無償でなされる場合もあるが、総売上の１％程度を負担する
事例もある５０。いずれの場合にも、助言、指導には、プランテーション企業
の専門家に派遣、監視が伴う。
　　　③　インフラの設置
　協同組合は、プランテーション企業によるインフラ設置、サリサリ・スト
アなど生計向上プロジェクト用の土地の無償提供を受けることが可能となる。
　　　④　バナナ生産義務と売渡し先特定
　契約栽培であるから、協同組合は契約対象内の農場内においては、キャベ
ンディシュ種バナナの生産義務があり他の作物の生産は栽培できない。また、
生産したバナナを契約相手のプランテーション企業以外には売渡すことはで
きない。
　一方、契約栽培のもたらす利点、義務に関しては、多くの批判が提示され
てきた。すなわち契約栽培の条件は一方的で、プランテーション企業は契約
農家を搾取しているというプロトタイプの論点であり５１、その多くは活動家
グループによるものであった。この主張に沿った事例を調査し、小規模バナ
ナ生産者農家の現状を記述したものが多い５２。
　第４節　土地賃貸契約
　　（１）土地賃貸契約の内容
　本節で取上げる土地賃貸契約は、農地改革受益農民からなる協同組合と旧
地主であるプランテーション企業との間で締結された土地賃貸契約（lease 
contract）、あるいはリースバック契約（leaseback contract）を対象とする。
土地賃貸は、第２章第１節（２）で述べたアグリビジネス・ベンチャー協定
（AVA）の方式の一つとして導入された制度ある。プランテーションの土
地賃貸契約を締結しているプランテーション企業は、バナナ・キングと称
－１０７－
されるフロイレンド一族の所有する WADECOR（Worldwide Agricultural 
Development Corporation）、TADECO（Tagum Development Corporation)、
PAHECO（Panabo Hemp Company）、NESTFARM（Nenita Stock Farms）、
などであり５３、いずれもいずれも広大な面積を所有する。規模の大きなプラ
ンテーション経営には土地賃貸契約／リースバック契約が選択されている。
かくしてこの場合には、農地改革受益農家になったものの旧態依然の農業労
働者に地位に甘んずることになる。バナナ生産農家の自立にははるかに遠い。
　土地賃貸契約の期間は、農地改革省の政策として（１９９８年農地改革省省令
第９号３条）契約時当初は、契約期間を１０年以内に限定するとしているが、
一般的には３０年契約である。協同組合は、共同所有土地権利証書を交付され
てからの契約期間の３０年間については、その土地の支配を失うので旧地主に
対する土地差出しに等しいとの批判もある５４。
　協同組合が企業から受取る年間地代は、土地代年賦額を上回るものと決め
られている（１９９８年農地改革省令第２号３条）。また、協同組合の受取地代
と年賦額支払はリンクされており、実際には両者の差額が毎年協同組合に支
払われるが、受取地代の額は５年毎に更改される。すなわち、契約期間の３０
年は年賦支払期間と一致している。
　 （２）土地賃貸契約を選択する理由
　プランテーション企業が AVA のうち土地賃貸を選択する理由は、輸出向
けバナナを農地改革以前と同じ経営方式をもって安定的に生産することにあ
る。このことは規模の大規模プランテーションを経営管理する企業が AVA 
で土地賃貸契約を選択した理由に、バナナ生産における規模の経済の持続に
あることから明らかである。
　協同組合にとって AVA のうち土地賃貸を選択する意味は、農地改革受益
農民が元のようにプランテーション農業労働者としてバナナ生産に従事する
ことになるので、現状を変更することなく、組合員が従前のような経済的地
－１０８－
位を維持することを優先させていると考えられ、次の３点をあげることがで
きる。
①　協同組合は土地賃貸契約により、組合員の生計水準を持続するこ
とができる。
②　協同組合は土地賃貸契約により、土地の生産性を維持し、よって
組合員の所得水準を維持、確保することができる。
③　協同組合は土地賃貸契約により、土地代年賦を支払うことができ
る。
第４章　バナナ生産農家の自立と協同組合：実地調査結果
　本章では、第２章で述べた土地権利証書の区分とアグリビジネス・ベン
チャー協定の選択との組合せで、現実の農地改革受益農民（ARBs）からな
る協同組合の運営がどのように展開され、その結果、バナナ生産農家の自立
がいかに始動しているかを実例をもって検証する。本章では、共同所有土地
権利証書の交付をうけ契約栽培を選択した協同組合の２事例（農地改革後の
バナナ生産の類型〈図３〉の　１－A）、個人所有土地権利証書の交付をうけ契
約栽培を選択した協同組合の１事例（同　２－A）、共同所有土地権利証書の交
付をうけ土地賃貸契約を選択した事例の１事例（同　１－B）、合計４協同組合
の事例を明らかにする（表１０）。
第１節　共同所有土地権利証書交付の協同組合と契約栽培（その１）
（HEARBCO-2）
　　（１）内部分裂から新組合が発足
　ダバオ市中心街から約３０北上するとダバオ・デル・ノルテ州（Province 
of Davao del Norte）のタグム市（Tagum City）に入る。さらに進むと急に
視野が広がりバナナ・プランテーションが集積しており、そのなかにバラン
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ガイ（村）・マダウム（Madaum）にヒホ被雇用者農地改革受益農民協同組合－２
（Hijo Employees Agrarian Reform Beneficiaries Cooperative-2: HEARBCO-
2）が所在する（写真４）。HEARBCO-2 は１９９６年に創設され、同年に協同組
合開発庁（CDA）に登録されている。現在の組合員数は３４３人で全員が農地
改革受益農民（ARBs）であり、１９９６年に包括農地改革計画の適用により共
同所有土地権利証書（Collective CLOA）の交付をうけている。
　HEARBCO-2 の結成から CARP の適用に至る経緯は複雑で、元来は１９９４
年に結成の組合員７００人からなるヒホ被雇用者農地改革受益農民協同組
合（HEARBCO）が発足していた。ところがプランテーション企業のラパン
ダイ・フルーツ社（Lapanday Fruits Corporation: LFC）傘下にあるヒホ・
プランテーション社（Hijo Plantation Inc.: HPI）が CARP の自主的売却申請
（Voluntary Offer to Sell: VOS）を適用し５５、共同所有土地権利証書交付を計
画したところ、HEARBCO 組合員はその対応をめぐり３グループに分裂し
た。その背後には、混乱に乗じたプランテーション企業 Dole-Stanfilco の介
入、全国労働者連合（National Federation of Labor: NFL）や企業側労組
－１１２－
写真４　HEARBCO-2 の事務所。
（Hijo Labor Association: HLA）の干渉があった５６。かくして HEARBCO-2 
は HEARBCO-1、HARBCO とならぶ３グループの１協同組合となった。
　１９９６年に配分を受けた土地評価額は３５万ペソ／ha である。また、プラン
テーションの総面積は２７４ ha で、バナナが栽培されている。HEABERCO-2 
は共同所有土地権利証書の交付を受けて、１９９７年に HEABERCO-2 は HPI 
と「バナナ売渡しおよびマーケッティング協定」（Banana Sales and 
Marketing Agreement: BSMA、以下「栽培契約Ｈ」）を締結している。契約
栽培を実施しているが、その契約内容は秘匿されており、詳らかではない。
　
　　（２）共同営農システム（CFS）の失敗
　HEABERCO-2 が共同所有土地権利証書の交付を受た時点では、共同営農
システム（Collective Farming System: CFS）が実行されていた。CFS では、
組合員が集団で生産したバナナを協同組合がプランテーション企業に売渡し、
HEARBEMCO-2 は受け取ったバナナ代金から、農場での共同農作業に協同
組合が雇用した契約労働に対する賃金、投入財経費、組合事務運営費などを
控除し、残余を組合員に均等配分するものであった。均等配分では組合員の
生産インセンティブを形成しなかった。また、CFS においては外部雇用労
賃ばかりが増大し、組合経営は赤字が続いていた。
　この反省にち、２００８年に開催のHEARBCO-2 の組合総会において、個人営
農システム（Individual Farming System: ISF）への移行が決定された。
　　（３）個人営農システム（ISF）の導入：マニュアルの作成
　本節第２項で記述したとおり，HEARBCO-2 は２００８年に生産性増大を企
図して、それまでの集団営農システム（CFS）から個人営農システム（IFS）
への転換はかられている。この実行の基本方針はHEARBCO-2 が地元 
NGO の FARMCOOP５７　の協力を得て作成のマニュアル５８　に記述されている
（図５）。その骨子は以下のとおりである。
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（図５）個人営農システムへに至る過程
（集権的経営システム）　　　プランテーション企業生産
↓
　　　共同所有土地権利証書の交付
↓
　　　協同組合の結成
↓
（分権的経営システムの導入）　　　協同組合総会にて契約栽培を決議
↓
　　　共同営農システム（CFS）の導入
↓
協同組合総会で個人営農システム（IFS）に転換を決議
↓
　　個人営農システム（IFS）の基本原則
１．農地改革受益組合員に実際の土地を割当て
　バナナ生産の土地は土壌の肥沃度、OHCP 設置の有無．加工場への距離などをっ考慮し、最終的に
はクジで均等割当てをする。割当てを受けた土地は農民が、個人営農方式で生産し、協同組合の監督
者が当該土地を監視する。
２．農作業の区分
３．個人農作業と共同農作業の確定
　組合員による個人農作業は、バナナの果実保護、植生保護、殺虫・病害対策、栽培技術を含む。　
　協同組合による共同農作業は収穫、営農技術作業、営農作業人材提供、協同組合管理業務。　
３．協同組合組織の合理化
４．ISF の導入
　ISF 実行の基礎となるガイドラインとなる事業運営方針、事業計画を設定する。
５．１箱当りのすべての農作業のコスを明確にする。
　協同組合経営者は、共通農作業コストおよびその他協同組合の負担したコストを回収すべく売渡し
価格から控除する。
６．協同組合保有額の充当
　協同組合の１箱当りの保有額は、事務運営支出およびその他協同組合義務とした事務所職員の報酬、
日当および事務コストに充当する。
７．協同組合の遵守義務
　協同組合は、農地改革省、CDA などの政府機関、地方政府に対する義務を遵守する。
　定期監査、強制積立、土地代金年賦を支払う。
（出所）HEARBCO (2008), Manual of Policies, Systems and Procedures.
①　農地改革受益組合員に実際の土地を分割する。
②　組合員が担当する個人農作業の範囲の確定。
③　契約労働による共同農作業の確定。
④　HEARBCO-2 組織の合理化
⑤　HEARBCO-2 に IFS の導入
　IFS の導入に適合する新たな組織を設定する。
　⑥　１箱当りの農作業のすべてのコストを明確にする。
　HEARBCO-2 経営者は、共同農作業のコストとおよびその他 HEARBCO-2 
が負担すべき１箱当たりコストを明確にする。
　⑦　HEARBCO-2 の規則遵守義務
　HEARBCO-2 は、協同組合開発庁、農地改革省、雇用労働省、内国歳入庁、
地方政府、フィリピン土地銀行、その他の定めた規則を遵守し、定期的監査、
強制的内部留保、土地代年賦支払を定期的に監査する。
　　（４）組合運営に関する組合員との協定
　前項で述べたように、HEARBCO-2 は個人営農システム（ISF）を導入し
た。このための要件は、HEARBCO-2 とその組合員との間で２００８年に締結
した組合運営に関する協定（以下「協定」）（表１１）に要点が盛込まれている。
協定は、HEABRCO-2 と HPI との栽培契約Ｈを受けて作成されたもので、
ISF 達成のため組合員の順守事項を明確にした。その意図するところは、次
の３点である。
　①　生産インセンティブの付与
　組合員に「自らの土地で生産したバナナは当該農民に帰属する」とする原
則に立った生産インセンティブの付与である。このため、HEARBCO-2 は
農地改革で取得した農地を受益改革受益者３４３人にその面積を均等配分をす
るとし、これは１人当たり０．８１２ ha に相当する。HEARBCO-2 では、全組合
員の合意で土地区画スケッチを作成し、各人に配分する土地区画が確認され
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（表１１）HEARBCO-2 と組合員との組合運営に関する協定の内容
（１）組合員に対する土地区画の確定
　HEARBCO-2 は、組合員に各０．８１２ ha の均等な面積の土地を割当てる（図６のス
ケッチを参照）。また、配分、指定される土地のタイプの区画分類は別表のとおりで
ある（表１２）。
（２）バナナ売渡し先の特定
　組合員は、HEARBCO-2 と HPI の「バナナ売渡しおよびマーケティング協定」
（BSMA）に示された仕様に従い生産された等級ＡおよびＢのバナナを買手である 
HEARBCO-2 に売渡す。売手である組合員は各人の土地で生産されたバナナを 
HEARBCO-2 以外の買手に売渡してはならない。
（３）バナナ売渡し価格の設定
　BSMA に定める品質の等級に対応した等級Ａおよび等級Ｂの１箱（１３．５）当り
の価格は別表（表１３）のとおりである。
　これらの価格は、上記の区画分類に対応しており、HEARBCO-2 の保有分および
組合員の取分は別表（表１３）のとおりである。
　　また、　組合員と HEARBCO-2 の両者は、毎年価格の改定を行う。
（４）HEARBCO-2 の職務
　　HEARBCO-2 は、次の４項目の職務を行う。
　．バナナのパッキング作業、シゲトカ病蔓延の防止、品質保証の作業、および 
HEARBCO-2 の管理業務。
　．土地代年賦、税金政府手数料の支払。
　．技術サービス。
　．政府機関、金融機関、その他の機関との取引で組合員を代表する。
　ただし、これら職務を HEARBCO-2 が遂行するために必要な額は、HEARBCO-2 
が組合員の区画で生産されたバナナ代金から控除する。
（５）退職金の後払い
　旧プランテーション企業に就労し、すでに退職、または退職予定の組合員に、当該
期間の退職金を後払いする。
（６）労働適用除外
　組合員が、他の組合員に農場作業で支援した場合の賃金・付加給付に関して、
HEARBCO-2 は当該労働が HEARBCO-2 雇用者と解さない。
（７）ISF 運営方針の遵守義務
　組合員は、ISF 運営方針および HEARBCO-2 総会、理事会の決定した規則、覚書、
指示書を遵守しなくてはならない。
（８）契約更改交渉の権限一任
　組合員は、HPI との BSMA の更改、あるいは新規買手との契約交渉に際してのす
べての権限を HEARBCO-2 に一任する。
（９）協定の有効期間
　組合員と HEARBCO-2 とによる協定は、土地代金年賦が完済するまで有効であ
る。
（出所）HEARBCO-2 関係者からの聞取りによる。
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（図６）HEARBCO-2 の土地区画配分
（出所）HEARBCO-2 関係者からの聞取りによる。
ている（図６）。実際の土地のタイプの分類に際しては、肥沃度、オーバー
ヘッド・ケーブル支柱設置の有無、パッキング・プラントまでの距離などを
考慮し、４種類の土地タイプⅠからⅣに分類される（表１２）。なお、この土
地の分割、配分は、協同組合が独自に実行するもので、組合員間で合意が不
成立の場合には、最終的にクジ（raffle）により実施するとしている５９。なお、
この区画は協同組合が独自に配分を指定したもので、農地改革省など政府機
関が各組合員の土地保有を認定するものではない６０。
　②　土地生産性の不平等を調整
　HEARBCO-2 は、バナナの売渡し価格の設定に際して、配分した土地区画
の生産性の不平等を調整する。協定においては、売買契約に定める品質の等
級に対応した等級Ａおよび等級Ｂにおける仕様ごとに、１箱（１３．５）当た
り価格が米ドル単位で設定されている。例えば、等級Ａの１３．５／箱、標準
仕様は２．９５ドル／箱である。また、これらの価格は、上記の土地タイプ分類
に対応しており協同組合保有分と組合員取分の配分が規定されている（表
１３）。すなわち等級Ａの１３．５㎏／箱・標準仕様バナナについてみると、土地タ
イプⅠの場合は、価格２．９５ドル／箱のうち協同組合保有分は０．９５ドル／箱、組
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（表 １２）HEARBCO-2 における土地タイプの分類
組合員数内　容土地タイプ
１０１
優良地：上空ケーブル搬送施設
（OHCP）が設置してある優良地
土地タイプⅠ
１８９
上空ケーブル搬送施設（OHCP）が設置し
ていない優良地
土地タイプⅡ
 ３２劣等地土地タイプⅢ
 ２１
優良地：上空ケーブル搬送施設
（OHCP）が設置してある優良地と設置し
ていない地が混成している
土地タイプⅣ
３４３合　計
（出所）HEARBCO-2  関係者からの聞取りによる。
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（表 １３）HEARBCO-2 によるバナナ買上げ価格
①　土地タイプ Ⅰ（OHCP設置の優良地）
合　計組合員保有分協同組合保有分内　訳バナナの等級
$ ２．９５０$ ２．０００$ ０．９５０１３．５kg－Regular等級Ａ
$ ３．１５０$ ２．１３６$ １．０１４１３．５kg－CP
$ １．６００$ １．０８５$ ０．５１５７kg
$ ４．１１０$ ２．７８６$ １．３２４１８kg-Regular
$ ４．３８０$ ２．９６９$ １．４１１１８kg－CP
$ １．５００$ ２．２１７$ ０．２８３４/５/６ Hands等級B
$ ２．０００$ １．６２２$ ０．３７８Premium B
$ ０．８６０$ ０．８６０　　　－Cluster
②　土地タイプ Ⅱ（OHCP設置のない優良地）
合　計組合員保有分協同組合保有分内　訳バナナの等級
$ ２．９５０$ ２．１００$ ０．８５０１３．５kg－Regular等級Ａ
$ ３．１５０$ ２．２４２$ ０．９０８１３．５kg－CP
$ １．６００$ １．１３９$ ０．４６１７kg
$ ４．１１０$ ２．９２６$ １．１８４１８kg-Regular
$ ４．３８０$ ３．１１８$ １．２６２１８kg－CP
$ １．５００$ １．２１７$ ０．２８３４/５/６ Hands等級B
$ ２．０００$ １．６２２$ ０．３７８Premium B
$ ０．８６０$ ０．８６０　　　－Cluster
①　土地タイプ Ⅲ (劣等地)
合　計組合員保有分協同組合保有分内　訳バナナの等級
$ 2．950$ 2．200$ 0．750１３．５kg－Regular等級Ａ
$ 3．150$ 2．349$ 0．801１３．５kg－CP                  
$ 1．600$ 1．193$ 0．407７kg　                 
$ 4．110$ 3．065$ 1．045１８kg-Regular
$ 4．380$ 3．266$ 1．114１８kg－CP
$ 1．500$ 1．294$ 0．206４/５/６ Hands等級B
$ 2．000$ 1．726$ 0．274Premium B
$ 0．860$ 0．860　　　－Cluster
（出所）HEARBCO-2 関係者からの聞取りによる。
合員取分は２．００ドル／箱。土地タイプⅡの場合は、価格２．９５ドル／箱のうち協
同組合保有分は０．８５ドル／箱、組合員取分は２．１０ドル／箱。土地タイプⅢの場
合は、価格２．９５ドル／箱のうち協同組合保有分は０．７５ドル／箱、組合員取分は
２．２０ドル／箱。土地タイプⅣの場合は、OHCP 設置の優良地部分では土地タ
イプＡと同じで、OHCP を設置してない優良地部分ではタイプＢと同じであ
る。
　以上のことから、配分された土地区画の肥沃度、位置・利便性の低下に対
応して組合員取分が増加しており、組合員に割当てた土地生産性の不平等が
調整されていることが分かる。
　協同組合保有分は、その職務を実施するための関連経費を組合員が生産の
バナナ売上額から控除する。実際には、控除額は、当該土地タイプの分類に
応じて決められており、分類で低いランク付け区画となった場合には、控除
額も低くなる。したがって、１箱当りのバナナ売渡し単価は一定額であるか
ら、控除額が低くなれば組合員受取額は増加するのである。
　③　HEABERCO-2 の持続性確保
　HEABERCO-2 と HPI との栽培契約Ｈは契約栽培であるから、HPI が指
定した品質に従い生産され等級Ａおよび等級Ｂのバナナを HPI に売渡す義
務がある。このため協定では、売手である組合員は、HEARBCO-2 以外に
バナナを売渡すことはできない。バナナ・プランテーション運営の最大の課
題は、生産したバナナの第三者売渡しの排除である。また、組合員はバナナ
以外の作物は生産できない。HEARBCO-2 の持続性維持には、組合員によ
る HEARBCO-2 への排他的売渡し、バナナ生産の専業は不可欠なのである。
協定は、土地代年賦の完済まで有効となっている。すなわち協定は、土地は
フィリピン土地銀行の抵当権が設定されており、抵当権が解除されるまでは、
土地の売却、賃貸しなど組合員の土地の自由な処分が制限されるという前提
で成り立っているからである。
　以上の３点は、ISF 運営の要件である。これはまた、バナナ農民の自立に
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向けた要件である。ISF の持続を確保には、組合員による IFS 運営方針の遵
守が不可欠である。組合員は、IFS 運営方針および協同組合総会、理事会の
決定したその他規則、覚書、支持書を遵守するとしている。これに違反した
場合には、組合員の半数以上の同意をもって HEARBCO-2 から除籍される
のである。
　　（５）HEARBCO－2 のバナナ生産実績
　HEARBCO-2 の事業は、本部（Main）事業、アスンシオン（Asuncion）
支部事業、コンポステラ（Compostela）事業の３事業である。
　①　本部事業
　HEARBCO-2 の本部事業の主要なものはバナナ生産事業である。２０１０年
のバナナ生産量は、等級の等級Ａが８５万６８６２箱（１箱＝１３．５）（７６．４％）、
等級Ｂが１２万２８１３箱（１１．０％）、等級Ｃが１４万１５５１箱（１２．６％）で、合計１１２
万１１８６箱（１００．０％）を生産したがこれは当初見込の１２０万４８０７箱を８万３６２１
箱下回った。平均すると生産性は４０９１箱／ha であったが、うち等級Ａは３１２７
箱／ha、等級Ｂは４４８箱／ha、等級Ｃは５１６箱であった６１。この平均生産性は、
集団営農システム（CFS）時の４６００箱／ha、さらにそれ以前のプランテーショ
ン企業直営（Plantation Farming Systems :PFS）時の４６００箱／ha に比較して
も低かった。２０１０年の当初見込みである４３９７箱／ha をも下回っていたが、こ
れはイラン向け輸出積出禁止措置がとられていたためである６２。
　本部事業における２０１０年のバナナ売上の総額は１億２９７５万９１１ペソ、これ
にサリサリ・ストア経営などのその他事業所得２３２万４９８３ペソを加えたもの
から、直接経費９６７９万１２５８ペソを差引くと総利益は３５２８万４６３６ペになる。こ
れから事務所経費３５７９万５６６１ペソを差引くと純損失５１万１０２４ペソの赤字とな
る。これは前述のとおり、イラン向け輸出品積出禁止が要因としている。
　②　アスンシオン支部事業
　アスンシオン支部事業は、コンポステラ支部事業と同様に、HEARBCO-2 
－１２１－
の拡張事業として展開されているもので、HEARBCO-2 将来展望を視野に
いれた投資の事業とされている。ダバオ・デル・ノルテ州アスンシオンに２７ 
ha の土地を借上げ、バナナ契約栽培をしているもので、外部雇用労働に依存
しており、土地賃借量は年間で１万５０００ペソ／ha である。しかしながら、
２０１０年の実績は、１６４万４７０４ペソの損失を出す赤字経営であった。
　③　コンポステラ支部事業
　HEARBCO-2 の拡張事業として展開されているもので、コンポステラ・バ
レー州コンポステラに２５ ha の土地を借上げ、バナナ契約栽培をしているも
ので、外部雇用労働に依存しており、土地賃借量は年間で２万００００ペソ／ha 
である。２０１０年の実績は５３万７２８３ペソの純利益を計上する黒字経営であった。
　　（６）HEARBCO－2 の組合員農家所得
　HEARBCO-2 における組合員農家の所得をみる。なお、HEARBCO-2 の
本部事業においては、２０１０年の純利益はなく赤字であるから、出資金の利子、
およびパトロネージ基金の配当はない６３。また、損益計算書には協同組合に
よる雇用労働に対する支払賃金のみ、果実の直接費用とあるだけで内容は明
示されていない。
　組合員の所得額は、組合員に対して月２回（１５日、月末）HEARBCO-2 か
ら示され支払明細表（pay slip）に記載されている。組合員が HEARBCO-2 
に納入したバナナの数量に品質に対応した単価、および為替レートを乗じた
額が生産額となる。これから、共同農作業である契約労働の収穫労働、パッ
キング労働の賃金、材料代として箱、目印リボンなどの費用、肥料、農薬な
どの投入財代金、個人負担分の健康保険などを控除した額が組合員所得とな
る。所得には、組合員の土地における個人営農労働が含まれている。
　①　１組合員農家当たりの所得の事例をもって算出する。
　実際の支払明細書によると、クラスＡ（１３．５標準）のバナナを基準とす
ると６４、
－１２２－
　　．土地タイプⅠの場合
　生産量は４４２８箱／ha であるから総所得は、３８万８０８ペソ／ha（４４２８箱／ha×
２．００ドル／箱×４３．０ペソ／ドル）となる。純所得は、投入財コストは総所得の
７０％であるから６５、１１万４２４２ペソ／ha（３８万８０８ペソ／ha×３０％）となる。１組
合員農家当たりでは、９万２７６４ペソ／ARB（１１万４２４２ペソ×０．８１２ ha／ARB）
となる。
　　．土地タイプⅡの場合
　生産量は３６７４箱／ha であるから総所得は、３３万１７６２ペソ／ha（３６７４箱／ha×
２．１０ドル／箱×４３．０ペソ／ドル）となる。純所得は、９万９５２８ペソ／ha（３３万
１７６２ペソ／ha×３０％）となる。１組合員農家当たりでは、８万８１６ペソ／ARB
（９万９５２８ペソ×０．８１２ ha／ARB）となる。
　　．土地タイプⅢの場合
　生産量は３０００箱／ha であるから総所得は、２８万３８００ペソ／ha（３０００箱／ha×
２．２０ドル／箱×４３．０ペソ）となる。純所得は、８万５１４０（２８万３８００ペソ／ha×
３０％）となる。１組合員農家当りでは、６万９１３３ペソ／ARB（８万５１４０ペソ／
ha×０．８１２ ha／ARB）となる。
　かくして、土地タイプⅡの純所得の調整額増は４７３９ペソ／ha（３６７４箱×０．１０
ドル／箱×４３．０ペソ／ha×３０％）となる。また、土地タイプⅢの純所得の調整
額増は７７４０ペソ／ha（３０００箱×０．２０ドル／箱×４３．０ペソ／ha×３０％）となる。土
地タイプの差が必ずしも全額が調整されるわけではないが、当該組合員の生
産奨励を促すという意味を残している。
　②　土地代年賦支払
　各事例に際しては、土地代年賦支払として７３８９ペソ／ha（６０００ペソ／ha÷
０．８１２／ha／ARB）、１組合員農家当りでは６０００ペソ／ARB が控除される。土地
代年賦は原則として協同組合が負担しフィリピン土地銀行（LBP）に返済す
るが６６、最終的にはこれは組合員に転嫁される。
　以上、総合すると土地タイプⅠの場合に組合員農家の所得は、土地代年賦
－１２３－
支払を差引くと１０万６８５３ペソ／ha、１組合員農家当たりでは８万６７６４ペソ／
ARB となる。
　
　　（７）HEARBCO－2 に対する支援
　HEARBCO-2 に対する外部からの支援は、フィリピン土地銀行（LBP）か
らの２度の生産融資４７５万ペソおよび１６００万ペソが実行されている。
　第２節　共同所有土地権利証書交付の協同組合と契約栽培（その２）
　　　　　（CFARBEMPCO）
　　（１）パッキング・プラント渡し（FOB）方式の導入
　ダバオ市中心街から約３０北上し、タグムの手前に国道を左に入ると急に
視野が広がりバナナ・プランテーションが集積しており、ダバオ・デル・ノ
ルテ州にあるパナボ市（Panabo City）のバランガイ（村）・ティブンゴル
（Tibungcol）にチェッカード農場農地改革受益農民多目的協同組合
（Checkered Farm Agrarian Reform Beneficiaries Multi-Purpose Cooperative: 
CFARBEMPCO）が所在する（写真５）。CFARBEMPCO は１９９５年に創設さ
れ、１９９６年に協同組合開発庁（CDA）に登録されている。ハウス・オブ・イ
ンベストメント（House of Investment）子会社のチェッカード・ファーム会社
（Checkered Farm, Inc.: CFI）のプランテーションに働く１７０人の農業労働者
が１９９５年に包括農地改革計画の適用により、VOS により共同所有土地権利証
書（Collective CLOA）の交付を受け CFARBEMPCO を結成したものである。
　登録後にドール・スタンフィルコ社（Dole-Stanfilco）の子会社ダイモンド
・ファーム社（Diamond Farms, Inc.: DFI）と１０年間の栽培契約を締結した
ものの、当時 CFARBEMPCO は多額の債務を負担しており、その内容が一
方的で不利であるとして、DFI との交渉を経て、それまでの本船渡しをパッ
キング・プラントでバナナを引渡す新たな方式（Freight on Board: FOB）
（写真６）に変更できたとする６７。これを契機に、生産性を高めるべく 
－１２４－
CFARBEMPCO はその経営方針をそれまでの共同営農システム（Collective 
Farming System: CFS）から、後述のとおり、２００２年に個人営農システム
（IFS）に転換することになった。２００３年に CFARBEMPCO から８３人の
組合員が分離して新規に受益者農地改革チェッカード多目的協同組合
－１２５－
写真５　CFARBEMPCO の事務所。
写真６　パッキング・プラントにおけるバナナのトラック引渡し。
（Beneficiaries Agrarian Reform in Checkered Multi-Purpose Cooperative: 
BARCMPC）を結成し独自の経営体となった。
　CFARBEMPCO は、残った組合員数８７人、面積１１３ ha をもって DFI との
契約栽培の失効を機に、２００８年にユニフルッティ社（Unifrutti Corporation: 
Unifrutti）との契約栽培に入り、それまでの FOB は踏襲されて、FOB-ex 
Packing Plant により、パッキング・プラントまでの全てのコストは 
CFARBEMPCO の負担となり、パッキング・プラント引渡し後の輸送、本
船船積み（写真７）のコストは買手の Unifrutti 負担となる６８。
　土地代金は、１５万３０００ペソ／ha で、３０年間の年賦支払のうち当初の１４年分
を９年分に短縮した。これは資金繰りに余裕ができたためとされている６９。
　　（２）栽培契約の締結
　バナナの契約栽培は CFARBEMPCO の事業の主要な柱である。上述のと
おり、２００８年からはユニフルッテ社との契約栽培になっている。生産された
生鮮バナナはでその８０％が日本向け輸出であり、残りの２０％は中東向け７０　で
－１２６－
写真７　バナナの専用船への積込み作業。
－１２７－
（表１４）CFARBEMPCO と Unifrutti との栽培契約Ｃ（１）の内容
（１）バナナの排他的売渡し
　売手である CFARBEMPCO は組合意生産農家を代表し、買手である Unifrutti に買手の定める品
質の輸出用キャベンディシュバナナを排他的に売渡す。
（２）バナナの品質と価格、増産奨励・品質インセンティブ。
　標準的等級Ａのバナナはパッキング・プラント渡しで１箱（１３．５）当り２．７５ドル、小房バナナ
は同米２．２０ドル、等級Ｂは同１．１０ドル、クラスター／特別パックは３．３５ドルとする。買手は 
CFARBEMPCO に増産奨励インセンティブを付与する。１０万箱を超え超１５万箱まで０．０１ドル／箱、
１０万箱を超え２５万箱まで０．０２ドル／箱、３５万箱を超え０．０３ドル／箱。品質保証インセンティブは別途
指定する。
（３）バナナ代金の支払
　引渡したバナナの代金は、請求書提出から１週間以内に、銀行協会為替レート算出のペソで 
CFARBEMPCO に直接支払う。
（４）バナナ梱包資材の提供
　　バナナ梱包のための段ボール、プラスティック袋、ラベルなどの梱包資材は、買手がパッキン
グ・プラントで提供する。
（５）パッキング・プラント渡しが責任分岐点
　バナナがパッキング・プラントで買手に引渡されるまでに生じた損害は、売手が負担する。引渡
された後の損害は、買手の負担とする。
（６）バナナ刈取りの指示
　売手は、９週間後に予定されるバナナの刈取り、洗浄、梱包の時期に関する報告書を買手に提出
する。当該報告書は毎週改定される。
　買手は、最低２４時間以内に収穫量、梱包量およびそのバナナの輸出先、必要とする収穫の基準、
等級、成熟度など特別の指示を通知する。売手は、買手の刈取り指示書にしたがって梱包する。刈
取り指示書には、刈取り・収穫・梱包・搬送・船積の日時、バナナの等級・月齢および輸出専用船、
ダバオの船積港、冷蔵施設を記載する。
（７）バナナ買取の拒否
　買手は、バナナが収穫されパッキング・プラントで買手に引渡されるまでのすべての段階におい
て、刈取指示書に適合しない品質のバナナを拒否する権利を有する。
（８）買手の通告義務
　買手は、売手に対するバナナ品質不適合を未梱包予定の１週間前に通告する。買手は、切刻み価
格として ４／５／６ 房が２．００ドル／箱、７／８／９ 房が１．３０ドル／箱を支払う。売手に支払う未梱包のバナナ
の箱数は、直前３週間に売渡した平均箱数率を基礎に算出する。
　売手は、買手が支払済みで未船済みバナナは、買手の指示がないときは、て第３者に売渡さずに
保持する。第３者に売渡した売上げは切刻み料に充当する。
（９）無償の技術支援、作業の常時監視
　買手は、売手に技術支援を無償で供与する。買手は、派遣の代理人によるバナナ・プランテー
ションにおける作付、栽培、果実生育、収穫、パッキングキング・プラントへの搬送に関わるすべ
ての作業を常時監視する。
（１０）資金援助
　買手は、売手に農場およびパッキング・プラントの修復、改善に必要な資金援助を提供する。た
だし売手は、当該援助のための支払として、船済みバナナの１箱当り定額を控除すら。
（１１）シゲトカ病対策
　買手は、シゲトカ病対策の農作業を実施する。売手は、これに必要な費用を負担する。
（１２）契約期間
　契約期間は５年とし、更改でさらに５年延長できる。
（注）（１）Banana Sales and Marketing Agreement (BSMA).
（出所）CFARBEMPCO 関係者からの聞取りによる
ある。
　栽培契約は、売手である CFARBEMPCO と買手のバーミュダ・ケイマン
島のレイスン（極東）株式会社（Laysun （Far East） Limited）との間で、 ２００８
年に「バナナ生産および購入協定」（Banana Production and Purchase 
Agreement: BPPA）（以下「栽培契約Ｃ」）によってなされている（表１４）。
Unifrutti がレイスン（極東）株式会社から経営代理されたものであり７１、栽
培契約Ｃの要点は次の４点にまとめることができる。これらの条項をもって、
バナナ生産では、多国籍企業の影響下にあるプランテーション企業が農地改
革後においても協同組合の経営を支配している、との批判がある。問題は、
バナナ生産に関わるインフラ支援、技術指導、資金支援により、技術移転が
どのようななされているかの点にあろう。
　①　厳密なスケジュール管理の指示
　CFARBEMPCO は、バナナ刈取り、洗浄、梱包の時期に関するスケジュー
ルを９週間前にユニフルッテ社に報告し、Unifrutti に当該スケジュールは毎
週改定する。また、Unifrutti は、最低２４時間以内にバナナの輸出先、必要す
る収穫の基準など特別の指示を通知する。CFARBEMPCO は、厳密なスケ
ジュール管理の遂行を義務付けられている。
　②　技術および資金援助
　CFARBEMPCO による厳密なスケジュール管理、品質水準の維持に必要
な技術援助は、Unifrutti が無償で提供し、Unifrutti はすべての作業を常時監
視するとした。また、農場およびパッキング・プラントの修復、改善に必要
な資金援助を提供する。ただし、CFARBEMPCO は当該援助のための支払
として、船積みバナナから１箱当り定額を控除する。さらに、Unifrutti は、
シゲトカ病対策の農作業を行い、CFARBEMPCO はこの実費を負担する。
　③　バナナの品質、価格を規定
　バナナの品質と価格は、等級Ａ標準は１３．５／箱のパッキング・プラ
ント渡しで２．７５ドル／箱、小房バナナは同２．２０ドル／箱、等級Ｂは同１．１０ドル
－１２８－
／箱、クラスター／特別パックは３．５５ドル／箱とする。また、Unifrutti は、
CFARBEMPCO に増産奨励のインセンティブを付与する。
　④　バナナ売渡し先および引渡し場所の特定
　CFARBEMPCO は生産農家を代理して、Unifrutti に同社が定める等級の
バナナを排他的に売渡す。したがって、農場内で生産したバナナの第三者へ
の売渡を禁止している。また、バナナ引渡しは、従前からの埠頭渡をパッキ
ング・プラント渡しとした。
　　（３）個人営農システム（ISF）の導入：マニュアルの作成
　CFARBEMPCO は２００２年に生産性増大を企図して、それまでの集団経営
システム（CFS）から個人営農システム（IFS）への転換はかられている７２。
この実行の基本方針は CFARBEMPCO が地元 NGO の FARMCOOP７３ の協
力を得て作成のマニュアル７４　に記述されている。なお、その内容は、本章第
１節（３）で示した HEARBCO-2 のマニュアルと同じであった。
　
　　（４）CFARBEMPCO 事業
　CFARBEMPCO の事業は、契約栽培、サリサリ・ストア事業、貸付事業
である。以下これらの事業内容をみるが、ここでの事業の中心はバナナの契
約栽培である。
　①　バナナ生産事業
　バナナ生産の２０１０年の実績をみると、バナナの売上は、箱数換算で２０１０年
の等級Ａが４９万２６８７箱になる（７７３２万７２５６ペソ÷３．６５ドル／箱÷４３ペソ／ド
ル）。また等級Ｂは３万２４３３箱になる（１５３万４１２２ペソ÷１．１０ドル／箱÷４３ペ
ソ／ドル）。これに殺虫剤負担を加えた総売上は、９１０３万２０４３ペソである。こ
れから売上原価７３２８万１７５８ペソを差引くと粗利益は１７７５万３２８ペソになる。
売上原価は、総売上の８０．５％に、粗利益は同１９．５％に相当する。バナナ栽培
事業のその他所得６９３万４７７８ペソを加えると総所得は２４６８万５１０６ペソとなる。
－１２９－
一方、支出は２２８５万９４８０ペソで総売上の２５．１％に相当する。支出のうち直接
労働と付加給与は８７７万７６２７ペソになる。これにはパッキング・プラントに
おける外部雇用労働賃金見合であり、日額２５５ペソ（労賃２４０ペソ＋付加給付
１５ペソ）、月額で６６３０ペソ（２５５ペソ×２６日）である。支出額は総売上の２５．１％
に相当する。かくして２０１０年の純利益は、１８２万５６２５ペソになり。これは総
売上の２．０％となる。
　なお、CFARBEMPCO は組合員の所得増加目的にダバオ・デル・ノルテ
州カルメンに１３．４０ ha のバナナ栽培用の農地を取得し、既に生産を開始して
いる。この拡張計画にはユニフルッティ社から２７０万ペソの融資が実行され
ている。すでに２０１０年に等級Ａが７万４９８９箱、等級Ｂが５５９８箱等と合計８万
５８７箱（６０１３箱／ha）が生産された。
　②　サリサリ・ストア事業
　サリサリ・ストア（雑貨小売）事業は、一般的に協同組合事業の定番であ
る。CFARBEMPCO においてもこれが行われており、２０１０年には総売上は
１１２万７８１９ペソ、売上原価１０６万５２６５ペソを差引きその他所得を加える粗利益
は５０万２６５７ペソである。これから総費用を差引くと純利益は４３万８３２３ペソと
なり、これは総売上の３８．８％に相当する。これはその他所得に受取手数料４２
万２２９０ペソが加わったためである。
　③　貸付事業
　貸付事業もまた、協同組合事業の定番である。CFARBEMPCO において
もこれが行われており貸付資金の原資枠は２００万ペソであり、貸付金利は年
利１６．０％となっている。総所得は貸付金利子所得、手数料で１３４万５９５７ペソ
に達しており、これから総経費１７万８２７１ペソを差引くと純利益は１１６万７６８５
ペソとなる。
　　（５）CFARBEMPCO の組合員農家所得
　次に CFARBEMPCO における組合員農家の所得をみる。所得源に関して
－１３０－
は２点である。
　①　バナナ生産からの所得
　組合員による労働対価である賃金は、CFARBEMPCO の損益計算書には
表れてこない。実際の算定方式は、月２回組合員に対し発行する支払明細書
（Pay Slip）に基づいて計算されている。
　支払明細書には、バナナの品質（標準、特別）ごとの数量（箱数）、価格、
為替レートが示され生産額が明示される。これに対する控除額が順次列挙さ
れている。支払明細における生産額から、固定経費、集団作業の契約労働賃
金など経常経費、その他の控除を差引いた額が組合員に支払われるが、これ
が純所得になる。これには組合員個人による自己労働が含まれている。
　実際の CFARBEMPCO からの聞取りによると、等級Ａのバナナを基準と
して算出すると、１ha 当たりの生産量は４７９９箱（１箱＝１３．５）で、価格は
３．６５ドル／箱であり（栽培契約Ｃでは２．７５ドル／箱としているが、交渉により
引き上げられている）。
　これから管理運営費として CFARBEMPCO 保有分の０．５０ドル／箱を差引
いた３．１５ドル／箱が組合員取分で、粗所得となる。このうち７０％が共通労働
賃金、肥料、農薬であり、これを差引いた残りの３０％が組合員純所得となる。
　また、等級Ｂは３９５箱／ha で価格１．１０ドル／箱で、CFARBEMPCO 保有分の
控除はない。したがって、組合員所得は、２０万６１２ペソ／ha｛（４７９９箱／ha×
３．１５／箱×４３．００ペソ／ドル×３０％）＋（３９５箱／ha×１．１０ドル／箱×４３．００ペソ／
ドル×３０％｝となる。これには、組合員自身の労働対価が含まれている。
　②　出資金利子およびパトロネージ基金配当
　バナナ生産事業、サリサリ・ストア事業、貸付事業の３事業の純利益総計
は、３４３万１６３４ペソである。この配分は、一般準備基金が１０％、土地建物基金
が７％、コミュニティ開発基金が３％、協同組合教育研修基金が１０％（地方
５％、中央５％）と内部留保に３０％が留保され、残りの７０％が出資金利子お
よびパトロネージ基金配当として組合員に配分される。ha 当たりの配分で
－１３１－
は、２万１２５７ペソ／ha（３４３万１６３４ペソ×７０％÷１１３ ha）となる。
　③　土地代年賦は、１万８４８９ペソ／ha（２万４０００ペソ／ARB÷１．２９８ ha／ARB）
となる。
　以上を総合すると組合員農家所得は、土地代年賦支払を差引くと２０万３３８０
ペソ／ha、１組合員農家当たりでは２６万３９８７ペソ／ARB となる
　　（６）CFARBEMPCO に対する資金援助
　CFARBEMPCO によるバナナ栽培事業に対しては、プランテーション企
業の UNIFLUITE からの資金援助が３点ある。
①　総額４２０万ペソにおよぶ無利子の資金援助で、２６週間分の運転資金で
あり、将来のバナナの納品に対する前払い見合である。
②　拡張計画に対する４２０万ペソ融資で、３年間にわたる年利４．２％の資金。
③　パッキング工場の水供給システムに対する２７０万ペソのインフラ支援
融資、３年間にわたる年利４．２％の資金７５。
　第３節　個人所有土地権利証書交付の協同組合と契約栽培（DUSGROW-
MPC）
　　（１）バナナ生産の小規模協同組合として発足
　ダバオの中心街から約３０を北上しパナボ市に入り右折し、東に向かうと
急に賑やかな街並みが広がってくる。ガイサノデパートなど大型店舗がなら
びファミリー・レストランには客で賑わう。市街を突き抜けるように広い州
道が通じ、大型のトラックが次々と走って行く。その先には、バナナ積出港
の岸壁がある。パナボ市がバナナ生産、輸送の経済で潤っている様子がうか
がえる。
　このダバオ・デル・ノルテ州（Province of Davao del Norte）のパナボ
市（Panabo City）の DAPCO に DAPCO ユナイテッド小規模生産農家多
目的協同組合（DAPCO United Small Growers Multi-Purpose Cooperative: 
－１３２－
DUSGROW-MPC）のプランテーションが所在する。DUSGM-MPC は１９９８
年に設立され、同年に CDA に登録された。現在の組合員数は２１人、面積は
２３ ha で協同組合としては小規模で、１人当たりの面積は１．１８ ha／ARBとな
る。１９９９年に包括農地改革計画（CARP）の適用を受け、個人所有土地権利
証書（Individual CLOA）を交付されている。
　　（２）契約栽培の交渉で協同組合分裂
　個人所有土地権利証書の交付を受けた後の２００５年にドール・フィリピン社
のプランテーション事業部門であるスタンフィルコ支部（Dole Philippines, 
Inc., Stanfilco Division: Dole-Stanfilco）と契約栽培を締結している。土地所有
権の取得があってから７年間の空白期間があったが、これは契約栽培をめぐ
る交渉が長期化したためである。
　DUSGROW-MPC の歴史を振り返ってみると、１９６５年に当時の地主ダバ
オ・アバカ・プランテーション社（Davao Abaca Plantation Corporation: 
DAPCO）が１００４ ha の農地を Dole-Stanfilco に貸与し、Dole-Stanfilco によ
るバナナ生産が開始された。その後、プランテーションの農業労働者からな
る労働組合としてスタンフィルコ被雇用者農地改革受益農民組合（Stanfilco 
Enployees’ Agrarian Reform Beneficiaries Association, Inc.: SEARBI）が発
足し、１９９１年に証券取引所（SEC）に登録された。１０年間先送りされた商業
農地に対する CARP 適用の直前、１９９４年に Dole-Stanfilco から契約栽培の原
案が示されたものの、バナナ買上げ価格に不満の SEARBI はこれに同意せ
ず、地元 NGO のミンダナオ農業労働者開発財団（Mindanao Farmworkers 
Development Foundation: MFDF）７６　の支援などを得て、SEARBI 組合員の多
くは個人営農を望むようになった。かくして Dole-Stanfilco との交渉の結果、
最終的には１９９９年に強制取得（Compulsory Acquisition: CA）により、共同
所有土地権利証ではなく、個人所有土地権利証書（Individual CLAO）交付
されることとなった７７。
－１３３－
　しかしながら、この間に組合員資格保有の確認、部外者の関与、農地改革
省の行政指導に対する反対運動などで混乱が引き続き、SEARBI は３グルー
プに分裂し、そのうちの１グループはさらに４協同組合に分裂する結果を招
来した。DUSGM-MPC は後者に含まれる協同組合である。次々と分裂を繰
り返すうちに規模が縮小し、現在の組合員数２１人、土地面積２３ ha の協同組
合となるに至ったのである。
　現在では、クジによる土地区画の確定、農地改革省のサーベイも完了し、
個人営農システム（IFS）のモデル地区となっている。ただし、うち組合員
７人分に関しては、共同所有土地権利証のもとで IFS とミニ共同営農システ
ム（Mini Collective Farming System: MCFS）がそのまま同じ小規模協同組
合のなかで共存しており、これが修正営農システム（Modified Framing 
System: MFS）と称されている７８。
　現在直面している残された課題は、土地の評価額に関するものである。土
地評価額は最終的には５０万ペソ／ha になったが地主が不満で最高裁に訴え、
また DUSGM-MPC は３３万１２００ペソ／ha としてフィリピン土地銀行（LBP）
に訴え、LBP はこれに合意しているとする。土地年賦は２０１１年には、１２００ペ
ソ／月・ha、年間総額は３３万１２００ペソ（１２００ペソ／月・ha×１２月×２３ ha）を 
LBP に支払っている。
　
　　（３）バナナ栽培契約
　２００５年に DUSGM-MPC の Dole-Stanfilco とで締結された「改定バナナ生
産および購入協定」（Amendment to the Banana Production and Purchase 
Agreement: BPPA）（２００３年契約の改定、以下「栽培契約Ｄ」）（表１５）をみ
ると第３章第２節（１）で示した CFARBEMPCO と Unifrutti との栽培契約
Ｃと比較すると差異がある。これは、Dole-Stanfilco は、プランテーション
企業として１９６６年から小規模生産農家を相手に個別に契約栽培でバナナを集
荷しており、その影響がこの栽培契約Ｄに反映している。栽培契約Ｄは、以
－１３４－
－１３５－
（表１５）DUMSGM-MPCとDole-Stanfilco との栽培契約Ｄ（１）の内容
（１）買手の特定
　売手である DUMSGM-MPC は、輸出品質のバナナを作付け、栽培、収穫し、買
手の Dole-Stanfilco に FOB 本船渡しで、排他的に売渡す。
（２）等級Ａバナナの価格
　売手である DUMSGM-MPC は、買手の Dole-Stanfilco に輸出向けバナナの Dole 
Hands 品質を、パッキング・プラント渡し価格２．３０ドル／箱（１３．４）、輸出向けバ
ナナの Dolitas および Ordinary Clusters 品質を、同１．３５ドル／箱で、排他的に売渡
す。
　生産およびパッキング・プラントへの輸送にかかるすべのコストは、売手の負担
となる。
（３）パッキング・プラント運営コストの負担
　買手は、バナナの梱包、加工を実施する。売手は、指定されたパッキング・プラ
ントにバナナ房を搬入する。買手はバナナの房切り、整理、選択、計量を仕様書に
従って行う。買手は、梱包に必要な労働、電力、資材のコストを負担する。買手は、
受取るバナナの箱数計算に際しては、Dole Hands が９０％、Dolitas および Ordinary 
Clusters が１０％とみなす。
　売手は、移動パッキング・プラント、倉庫の用地５００平米を提供する。買手は、用
地借料として契約期間中に３１２５ペソを支払う。
（４）パッキング・プラント運営
　買手は、売手の同意を得てパッキング・プラントを建設し、売手にパッキング・
プラントの運営費として０．０６ドル／箱（１３）を支払う。
　買手はパッキング・プラントの仕様を示し、売手は Dole-Stanfilco の優良製造業務
（GMP）、食品安全、品質保証の手引きに従う。売手は、飲料水、果実の水洗タンク、
果実輸送ベルト、正常な通風を保証しなくてはならない。売手は、最適な電力量を
供給し、パッキング・プラントの警備員、修理、保守のコストを負担する。買手は
パッキング・プラント、冷蔵庫の電力コストを負担する。パッキング・プラントの
周辺環境は清潔に維持し、関係者以外の立ち入りを禁止し、サリサリ・ストア、軽
食堂の設置をしない。
　パッキング・プラント操業のスケヂュールは、買手が一方的に決定する。
（５）等級Ｂバナナの価格、加工・梱包コストの負担
　等級Ｂのバナナ価格は、埠頭渡し価格とする。買手は、加工の過程で single 
finger, loose finger を等級Ｂのバナナに区分する。
　買手は、等級Ｂのバナナの加工、梱包を実施した際は、１箱当りの加工・梱包の
コストの実費を売手への支払額から控除する。
（注）（１）Banana Sales and Marketing Agreement (BSMA).
（出所）DUMSGM-MPC 関係者からの聞取りによる。
下の３点にみるとおり、パッキング・プラントに関わる条項が中心である。
その運営コストの多くを Dole-Stanfilco が負担する。一方、技術、資金援助
の条項はなく、スケジュール管理は、パッキング・プラントの操業が主であ
る。
　①　パッキング・プラント運営のコスト
　Dole-Stanfilco は、パッキング・プラントにおけるバナナのパッキング、
加工にかかる労賃、材料、電力料金を負担する。一方、DUSGM-MPC はパッ
キング・プラントの警備員配置コストを負担する。
　②　パッキング・プラントの利用
　Dole-Stanfilco は、パッキング・プラントを建設し、Dole-Stanfilco はその
運営費として、０．０６ドル／箱を DUSGM-MPC に支払う。同時に、パッキン
グ・プラントは Dole-Stanfilco の提示する仕様による。その様式は、Dole-
Stanfilc が示す生産方式、食品安全、その他品質保証義務を充足するものと
する。
　③　パッキング・プラントの建設
　Dole-Stanfilco は、パッキング・プラントを建設し、DUSGM-MPC は、
パッキング・プラント、倉庫、の用地として５００平米を提供し、Dole-Stanfilco 
は、用地借上代として３１２５ペソ／年を補助する。
　　（３）バナナ生産事業
　DUSGROW-MPC は財務諸表を作成していない。このため聞取りによる
と２０１０年のバナナ生産実績は、等級Ａ基準換算で４３００箱／ha、契約価格は
２．９０ドル／箱（栽培契約の２．３０ドル／箱を改定。また、栽培契約Ｄのパッキン
グ・プラント使用料０．０６ドル／箱を加える）であるから、売上額は１２３３万２８３０
ペソ（４３００箱／ha×２３ ha×２．９０ドル／箱×４３．０ペソ／ドル）となる。
　生産コストは６０％であるから、粗利益は４９３万３１３２ペソ（１２３３万２８３０ペソ×
４０％）になる。生産コストには、人件費（事務所員２人、農場アドバイサー
－１３６－
１人、パッキング・プラント１人）、事務所家賃の年３万ペソなどが含まれ
るが、業務管理費として別途計上していない。このため、純利益は４９３万３１３２
ペソとなる。
　多目的協同組合としての組合員貸付事業を行っているが、１人上限５０００ペ
ソ、金利は年２％であると利便性が高い。
　
　　（４）DUSGROW－MPC の組合員農家所得
　１ha 当たりの純所得は、２１万４４８４ペソ／ha（４９３万３１３２ペソ÷２３ ha）とな
るが、これから組合員から直接徴収分として業務管理費１万２２０３ペソ／ha
（１２００ペソ／ARB×１２月÷１．１８ ha／ARB）および土地年賦代１万２２０３ペソ／ha
（１２００ペソ／ARB×１２月÷１．１８ ha／ARB）を差引くと１９万７８ペソ／ha となる。
１組合員農家当たりでは、２２万４２９２ペソ／ARB（１９万７８ペソ／ha×１．１８ ha／
ARB）となっている。
　　（５）DUSGROW－MPC に対する支援
　契約栽培の相手である Dole-Stanfilco からシゲトカ用農薬散布などの栽培
技術の指導を受けているほか、バナナ納入の段ボール箱の無償供与を受けて
いる。また、パッキング・プラント利用の便宜を有料ではあるが受けている。
　運転資金に関しては、地元の農村銀行である Pen Bank から３回にわたり
各１０万ペソ、２０万ペソ、２０万ペソの融資を受けたが、すでに現物（バナナ）
をもって完済している。
　第４節　共同所有土地権利証書交付の協同組合と土地賃貸契約
　　　　（CABEARBCO）
　　（１）分配された土地をリースバック
　ダバオ市中心街から約３０南下した位置から急に視野が広がりバナナ・プ
ランテーションが集積しており、そのなかのブハンギン地区、バリオ（村）
－１３７－
・カリャワにカリャワ・ボンガン被雇用者農地改革受益農民協同組合
（Callawa-Bonggan Employees Agrarian Reform Beneficiaries Cooperative: 
CABEARBCO）が所在する（写真８）。CABEARBCO は１９９９年に創設され、
翌２０００年に協同組合開発庁（CDA）に登録されている。現在の組合員は１７８
人で、うち１１３人が正規組合員で、２０００年に包括農地改革計画の適用により共
同所有土地権利証書（Collective CLOA）の交付をうけている。残りの６５人
は準組合員で、CABEARBCO の事業であるサリサリ・ストア事業にのみ参
加している。
　農業労働者から構成される CABEARBCO は２０００年に５０ ha、２００５年に４１ ha
を取得し、その後に取得した CABEARBCO 所有地９ha を加えた１００ ha が
プランテーションの農地である。プランテーションの歴史をみると、１９７８年
にアボイテス（Aboitez）、ハバリャーナ（Havallana）、イバニェス（ ）
のファミリーが所有のラパンダイ・フーズ社（Lapanday Foods Corporation）
が９０ ha のプランテーションを所有し、キャベンディシュ種のバナナを生産
し日本向けに輸出をしていた。
　　　˜Ybanez
－１３８－
写真８　CABEARBCO の事務所。サリサリ･ストアを併設営業
　１９８２年に至り同プランテーションの所有はラパンダイ・グループのロレ
ンソ（Lorenzo）一族に移っており、形式的にはラパンダイ農業開発会社
（Lapanday Agricultural and Development Corporation: LADC）の所有であ
る。なお、２０１０年時点においてもラパンダイ・グループは２４のプランテー
ションを所有している。
　同農地の移転は、１００ ha が直接土地移転（Direct Land Transfer: DLT）に
より土地代金は３９万ペソ／ha で、３０年の分割支払いで年賦は１万３０００ペソ／
ha である。
　同農地の移転を受け、共同所有土地権利証書（CLOA）の交付を受けた後
に CABEARBCO が前章で述べたアグリビジネス・ベンチャー協定（AVA）
のうちからの選択は、土地賃貸契約（lease arrangement）契約および労働力
提供のサービス契約（service contract）であった。この理由として次の４点
が考えられる。
①　これまでラパンダイ・グループのプランテーション農業労働者として
働いており、これ以外の契約は CABEARBCO では運営は難しいと経営
判断したためである。例えば、契約栽培には一定額の初期投資を必要と
している。
②　CABEARBCO は、最新のバナナ栽培技術を保有していなければなら
ない点である。
　③　CABEARBCO は、常勤農業作業員に雇用の確保をはかる必要がある。
　④　CABEARBCO は、土地代年賦を支払う必要があるからでもある７９。
　　（２）CABEARBCO 事業の中心は人材派遣のサービス事業
　CABEARBCO 事業内容は、大きく３事業がある。プロジェクト事業、サ
リサリ・ストア事業、および貸付事業がそれである。共同所有土地権利証書
の交付をうけているので、バナナの売上収入はない。CABEARBCO 収入を
２０１０年の事業別損益計算書からその成果をみることにする。
－１３９－
　①　プロジェクト事業
　プロジェクト事業は、土地賃貸事業および農場労働力の人材派遣である
サービス事業の売上収入である。
　土地賃貸事業は、CABEARBCO とプランテーション経営のラパンダイ農
業開発会社（Lapanday Agriculture Development Corporation: LADC）とが
２００５年に締結した「賃貸契約」（Contract of Lease）による。土地賃貸料は最
初の５年間は１万８０００ペソ／ha／年である。これから土地年賦代１万３０００ペ
ソ／ha／年を差し引くと５０００ペソ／ha／年が純収入となる。２０１０年からの次の
５年間は、３万ペソ／ha／年に引上げられ、これから土地年賦代１万３０００ペソ
を差引かれているが、土地代年賦は直接に地主であった LADC に支払われ
るので財務諸表では債務返済額になる。２０１０年の土地賃貸料所得は計算上で
は３００万ペソ（３万ペソ×１００ ha）となる。ところが実際にはこれが３６２万１８８４
ペソ計上されている。これは２００４年以前の土地賃貸料が含まれているものと
みられる８０。
　サービス事業は、プランテーション経営の LADC およびバナナ出荷事業
（パッキング・プラント）経営のラパンダイ・フーズ社（Lapanday Foods 
Corporation: LFC）に対する労働提供である。CABEARBCO による LADC 
および LFC との外部労働提供契約によると提供労働の内容は、果実管理関
連事業が８項目、植生管理事業が６項目、収穫保護関連事業が３項目、収穫
後農薬散布関連事業が３項目、収穫関連事業が２項目、梱包関連事業が２項
目となり全部で２４項目にも達する。人材派遣に関しては、２００９年に労働雇用
省（Department of Labor and Employment: DOLE）に登録されている。派
遣労働の契約単価は、２０１０年現在で３３９．００ペソ／日／組合員１人となっている。
これは DOLE 指導のプランテーション労働者の最低日額賃金である。すな
わち、プランテーション農業労働者となる組合員への支払実額２５５．００ペソと
の差額は、後に CABEARBCO の収益となる。２０１０年におけるサービス事業
の総収入額は７０８万７６７６ペソを計上し、これは CABEARBCO におけるプロ
－１４０－
ジェクト事業最大の収入となっている。
　このほかにも、排水路清掃管理事業の収入として９３万２６８５ペソがあがって
いる。清掃事業は、上記の LADC および LFC との外部労働提供契約による
と提供労働の項目に含まれている。また、廃材である草茎の売上収入５０８９ペ
ソある。
　以上を総合し、利子収入、その他の雑収入を加えたプロジェクト事業の総
収入は１１７０万３２６９ペソであり、総経費の８９５万８７９１ペソを控除すると、純利益
は２７４万４４７８ペソに達する。
　②　サリサリ・ストア事業
　農村部における協同組合によるサリサリ・ストア事業運営は、一般的にみ
られる光景である。CABEARBCO においてもサリサリ・ストア事業が行わ
れており、総売上は５６万４８０４ペソ、総費用は２９万７９１０ペソ、純利益は２６万
６８９２ペソとなっている。
　③　貸付事業
　貸付事業もまた、協同組合事業の定番である。CABEARBCO における貸
付事業をみると組合員貸付金利は年利３％、手数料は２．０％となっている。
貸付資金枠の拡大が組合員の要望ではあるが、現状では新規の融資を供する
金融機関もなく、事業の拡大は難しい状況にある。総所得は５２万９６３７ペソ、
総経費は２１万３３５４ペソ、純利益は３１万６２８３ペソになっている。
　以上を総合すると、２０１０年の純利益は、プロジェクト事業、サリサリ・ス
トア事業、貸付事業の３事業で３３２万７６５４ペソとなる。プロジェクト事業は
全体の８２．４％に達している。
　　（３）CABEARCO の組合員農家所得
　CABEARCO 組合員に関する２０１０年の組合員農家所得をみる。これには
２点ある。
－１４１－
　①　サービス事業労働の賃金
　人材派遣のサービス事業労働の賃金は、年額では７万９５６０ペソ／ARB
（２５５．００ペソ／ARB×２６日×１２月）になる。前述のプランテーション経営の 
LADC との契約単価の３３９．００ペソ／日・ARB との差額は人材派遣のサービス
事業の収入となる。
　②　出資金利子およびパトロネージ基金配当
　ここまでで特徴的なのは、農地改革により分配を受けた土地をプランテー
ション企業に賃貸した土地の賃貸料は一括してその他の事業とともに 
CABEARBCO の収入として計上さている。したがって、組合員農家所得は
これら総事業の利益剰余金３３２万７６５４ペソから退職積立金１６万６３８３ペソを差
引いた３１６万１２７１ペソが分配される。具体的には出資金利子およびパトロ
ネージ基金収益配当８１　である。
　かくして２０１０年の１人当たり出資資金利子およびパトロネージ基金収益配
当は１万９００９ペソ／ARB（２９０万７７２３ペソ×７０％÷１１３ ARBs ＋２５万３５４８ペソ
×７０％÷１７８ ARBs）となる。　
　以上により、CABEARBCO 組合員に関する１農家当たりの所得は、年９
万８５６９ペソ／ARB（７万９５６０ペソ／ARB＋１万９００９ペソ／ARB）となる。これ
は１ha 当たり換算では１２万３８３０ペソ／ha（９万８５６９ペソ／ARB÷０．７９６ ha／
ARB）となる。
　　（４）最優良協同組合に指定
　CABEARBCO はその最大の特徴は、バナナ生産を自ら手掛けることなく
して、人材派遣のサービス事業を中心とする協同組合であるとの点である。
２００９年の最も優良な協同組合として地元ダバオ市から指定されている。その
理由は、第１に、組合員のすべてが農地改革受益農民である点である。第２
には、自立した協同組合として認定されたとの点である。他の組織からの資
金的支援を一切受けることなくして、運営されてきているからである。
－１４２－
　当該周辺地区における潜在的なバナナ生産高は、３３００箱／ha である。等級
Ａバナナに換算すると、周辺の価格は３．１５ドル／箱であるから CABEARBCO 
の所有地についてみると４０２２万８６５０ペソ（３３００箱×１００ ha×３．１５ドル／箱×４３
ペソ／ドル）の生産があるわけで、これを断念し、組合員に対する派遣労働事
業の賃金支払に終止している。このことは、CABEARBCO 組合員の自立達
成という好機を逃したことを意味する。
　
　第５節　小括
　本節では本章の結論を整理する。実地調査の対象とした４協同組合は、そ
のすべてが CARP のもとで、１９９０年代に土地所有権を、自主的売却申請
（VOS）あるいは強制取得（CA）の方式で取得しており、個人所有土地所
有権利証書または共同所有土地所有権利証書のいずれかを交付されている。
協同組合の構成員はいずれも農地改革受益農民であるとの点である。この場
合に、協同組合が第２章で述べたようにいかなるアグリビジネス・ベン
チャー協定（AVA）を選択したか協同組合経営の基本方針になる。本節で取
り上げた、HEARBCO-2 、CFARBEMPCO、DUSGM-MPC の３協同組合は
契約栽培を選択し、CABEARBCO は土地賃地契約を締結した。
　契約栽培を選択した HEARBCO-2、CFARBEMPCO、DUSGM-MPC の契
約締結に至る経緯は決して平坦なものではなかった。契約条件の内容に関し
ては、各々プランテーション労働者による賃金切り下げ反対運動、引渡し場
所変更、あるいは解雇反対運動といった協同組合と組合員の権利獲得のため
のプランテーション企業との長期にわたる交渉により達成されたものである。
　バナナ生産では、これまでは多国籍企業の影響下にあるプランテーション
企業が農地改革後においても協同組合の経営を支配している、との批判が
あった。確かにプランテーション企業による厳密なスケヂュール管理の指示、
監視があるが、同時に技術指導、資金支援がなされている。問題は今後は技
術移転がどのようになされるかの点にあろう。
－１４３－
　契約栽培に関して重要なことは、協同組合が農地改革受益組合員を代表し
てプランテーション企業と交渉して締結した栽培契約にみるとおり、プラン
テーションにおける生産事業は協同組合が実施し、生産したバナナの所有権
は組合員に帰属するという点である。これまでは、プランテーション企業が
生産からマーケティングまで統括して管理する集権的経営システムが採られ
てきたが、これが大きく変更された。すなわち、農場におけるバナナ生産は
協同組合が行う分権的経営システムが導入されている。具体的には、バナナ
の栽培、集荷、加工、箱詰は、農場内で行われ、箱詰されたバナナがプラン
テーション企業にパッキング・プラントでの引渡し（ex-packing plant）の
後、プランテーション企業が販売、運送、船積みを担当するという事業区分
の仕分けが明確化されている。
　分権的経営システムの基本要件は、農場におけるバナナ生産農家に生産意
欲を奨励し、それが生産農家の自立育成をもたらすとの目的で創出された営
農システムの構築である。農地改革を契機に、それまでのようなプランテー
ション農場の農業労働者から脱し、次に農場で共同農作業でバナナ生産に全
組合員が参加し、労働時間相当の生産物対価を均等に受取るという共同営農
システム（CFS）への転換がはかられることになった。ところがこれには生
産農家に生産インセンティブ付与がないという欠点があり、HEARBCO-2、
CFARBEMPCO においては協同組合においては、個人営農システム（ISF）
の導入が基本方針を組合員の総意として決定し、このためのガイドラインを
策定し、各組合員に示されている。
　ISF の基本原則では、協同組合は独自に組合員に対する土地区画面積の均
等配分を決定する。次に協同組合は組合員からバナナを買上げをプランテー
ション企業に排他的に売渡す。以上を前提にし、組合員の個人農作業と外部
契約労働に依拠する共同農作業の区分を明確にし、１箱（１３．５）当りの生
産コスト配分を決定する。また、組合運営費などはバナナ売渡し価格から一
定額を組合保有分として控除する。この基本原則の意味するところは、「自
－１４４－
らの区画で生産したバナナは当該組合員に帰属する。」であり、バナナ生産
農家に対する生産インセンティブの付与である。これは、ISF は、自らの努
力による生産増大、所得増加を可能とする。バナナ生産農家が自立に向け始
動したのである。ここで特記すべきは、ISF の背景には伝統的な農民の社会
的規範としての賦存生産要素の均等配分に対する組合員の合意があることで
ある。すなわち土地区画の均等配分に際しては土地肥沃度、輸送ケーブル施
設利用の有無、加工場まで距離を考慮し土地タイプが分類されている。そし
てその土地タイプに連動して協同組合保有分控除額が決定されている。土地
の質が劣れば控除額を減ずる、つまり本人所得分の増加をはかり調整するの
である。
　具体的に算出方法をみると、協同組合は各組合員の生産量を記録し、ここ
から肥料、農薬の投入材費用、共通農作業のパッキング・プラント作業、収
穫作業などの賃金、農薬散布費用などを差引いた額を月２回、組合員に支払
う。さらに、これらの事務のための、計算機器、経理担当者の配置、建物な
ど管理業務費は、各個人の協同組合への売渡し単価から協同組合留保として
あらかじめ控除されている。HEARBCO-2 の場合には０．９５ドル／箱（クラス
Ａバナナ基準）、CFARBEMPCO では０．５０ドル／箱（同）となっている。
DUSGM-MPC の事例では最初から個人土地所有権利証書が交付されており、
各組合員は IFS を実行していること、また、組合員総数が２１人と少数のため、
価格からの組合保有控除はなく実費をその都度算定し控除している。
　契約栽培に至ってからの生産高をみると、筆者による実地調査では２０１０年
に、HEARBCO-2、CFARBEMPCO 、DUSGM-MPC の各々が４０９１箱／ha、
５１９４箱／ha、４３００箱／ha であった（表１６）。これら生産高は、プランテーショ
ン企業の業界団体であるフィリピンバナナ生産者輸出業協会（PBGEA）によ
る２０１０年の業界平均生産高である３８４７箱／ha をすべて上回っている。すなわ
ち、IFS のもとでバナナの小規模生産農家は、プランテーションにおける規
模の経済における不利を克服している。
－１４５－
　また、CFARBEMPCO にみるように、IFS による生産高は共同営農シス
テム（CFS）あるいはそれ以前のプランテーション企業直営システム（PFS）
のもとでの生産高を上まわっている。
　これらの結果、協同組合員の ha あたりの所得をみると、HEARBCO-2 が
１０万６８５３ペソ／ha、CFARBEMPCO が２０万２９７４ペソ／ha、DUSGM-MPC が１９
万７８ペソ／ha となっている。HEARBCO-2 の所得が比較的に少なめであっ
たのは、契約単価が２．９５ドル／box であったことと、協同組合保有分が０．９５
ドル／box と CFARBEMPCO の０．５０ドル／box より多かったことに起因する
（表１７）。以上を集約すると、IFS は組合員農家の所得増大をもたらしてお
り、同時に IFS はバナナ生産農家の自立形成に際しての出発点となっている。
　さらに、これらの３協同組合に対する資金融資が政府金融機関、民間銀行、
－１４６－
（表 １７）協同組合組合員の所得（２０１０年）
（単位：ペソ）
CABEARBCODUSGUM-MPCCFARBEMPCOHEARBCO-2
１２３，８３０１９０，０７８２０３，３８０１０６，８５３１ha 当り所得
９８，５６９２２４，２９２２６３，９８７８６，７６４１組合員農家当り所得
（出所）４協同組合関係者からの聞取り。CABEARBCO を除く３協同組合は土地代
年賦支払額を差引いてある。
（表１６）実地調査協同組合における１ha 当り生産量（２０１０年）（１）
（単位：箱/ha）
CABEARBCODUSGUM-MPCCFARBEMPCOHEARBCO-2
n.a.４，３００５，１９４ 　４，０９１（２）個人営農システム（IFS）
n.a.n.a.３，９８９４，６００共同営農システム（CFS）
３，３００n.a.３，５００４，６００
プランテーション企業直
営システム（PFS）
（注）（１）フィリピンバナナ生産者輸出業組合（PBGBEA）加盟企業の２０１０年の平均
輸出量は３８４７箱。
　   　（２）当初の年間生産量見込みは４，３９７箱／ha であったが、イラン向け輸出が禁止
となったため減少。
（出所）４協同組合関係者からの聞取り。
プランテーション会社からなされている。
　これら３協同組合の対極にあたるのが CABEARBCO である。AVA で土
地賃貸契約を締結し、協同組合の主たる事業は、プランテーション会社に対
する人材派遣事業である。また、組合員の ha あたり所得も派遣先での労働
賃金実費および人材派遣事業で生じた純利益の配分であり、総額は１２万３８３０
ペソ／ha に達している。しかしながら協同組合自体は損失を計上しておらず、
また外部資金の融資を受けていない。逆にこれが優れた協同組合であるとし、
地元ダバオ市から最優良協同組合として表彰されている。しかしながら、潜
在的にはバナナ生産から直接収益を協同組合、あるは組合員として受けられ
るわけであるから、AVA における土地賃貸契約の選択は再考されてしかる
べきものである。CABEARBCO 組合長によると、このような状況から次な
る段階に進むには技術援助が必要であるとし、とりわけコンピュータの導入
を強く要請していた。このことはとりも直さず、契約栽培で ISF を導入する
際には不可欠となる生産に関する間接費の配分計算には、これら機器の設置
が前提になるからである。
　契約栽培の次なる課題は、IFS で指定した土地に対する農地改革省による
個人所有権利証書交付でこれは組合員全員の要望であろう。この場合には配
分を受けた土地区画の目的外使用、他の作物への転作などへの対応が課題と
なろう。
　契約栽培の長期的課題は、自立生産者としての事業拡張である。 
HEARBCO-2 においては、本部のバナナ生産事業を拡張し、アスンシオン支
部、コンポステラ支部において土地を賃借し、バナナ生産を拡張している。
同様に CFARBEMPCO においてもカルメン地区にプランテーション拡張を
進めている。これまでに協同組合内部に蓄積した経営技術、資金などを動員
した拡張計画である。
－１４７－
終　章
　バナナ生産に関しては、これまで通説が支配してきた。すなわち小規模生
産農家は多国籍企業による搾取で困窮状態にあり、さらにこれが高価格の生
産財購入および低価格での買叩きによって農民の債務増加をもたらし、農民
の困窮はさらに深刻化するとの主張である。本論文は、こうした通説に対し、
現実には進行中の農地改革のなかで提示されたアグリビジネス・ベンチャー
協定の枠組みの中で展開中の契約栽培方式によって、バナナ栽培農民は自立
への道を歩んでいることを明らかにした。
　商品作物である砂糖の場合には規模の経済が働く。たしかに砂糖プラン
テーション農地を小区画に分割すると生産性が低下する。ところがバナナの
契約栽培の場合にはプランテーション土地の分割によっても生産性はさほど
低下していない。農地改革による土地の細分化は生産性の低下を伴わない。
にもかかわらず、プランテーション企業はこれを先送りしてきた。これは生
産されるバナナの特殊性にある。熱帯果実であるバナナは腐敗し易く、鮮度
の維持のための管理が必要であった。このためバナナの生産、マーケティン
グに集権的経営システムが採用されてきた。農場における生産から輸送、倉
庫、船積みまでのスケジュール管理の徹底し、品質の保護、過剰生産の防止
をはかる必要がもとめられてきたからである。これらは垂直統合された組織
による集権的経営システムを前提にしていた。このため農地改革に応ずるこ
とは経営的に不可能と判断されてきた。
　ところが包括農地改革法により土地の分割が物理的あるいは経済的に難し
い場合には、農地改革受益農民（ARBs）から構成される協同組合に対する
共同所有土地所有権利証書の配分による農地移転が可能となった。同時期に
かかる ARBs からなる協同組合によるアグリビジネス・ベンチャー協定
（AVA）のガイドラインが農地改革省省令で施行され、AVA の１方式に契
約栽培が提示されたのである。
－１４８－
　農地改革、AVA、契約栽培の３つの政策展開に対応した協同組合による
バナナ生産が可能となったのである。この中で協同組合がプランテーション
企業と提携した契約栽培においては、協同組合は栽培農家から買上げたバナ
ナをプランテーション企業に売渡すという、分権的経営システムが明示され
たのである。バナナ生産管理は協同組合が担当し、一方、マーケティング管
理である箱詰バナナの輸送、保存、専用船への船積みまでをプランテーショ
ン企業が担当することになった。すなわち、協同組合は農場でのバナナ栽培、
収穫、パッキング・プラントでの水洗いや箱詰梱包を扱うのである。
　協同組合総会で決定されたバナナ生産に関わる重要な事項は、個人営農シ
ステム（IFS）である。ISF は自らが栽培を指定された土地で生産したバナ
ナはその生産農家に帰属するとの基本方針の達成である。ISF により栽培農
家は生産増のインセンティブを付与される。ISF では個々の組合員に均等な
土地区画を指定し、土壌の肥沃度、ケーブル輸送設備の有無、加工場までの
距離を考慮し、土地の質を決める。そして区画で生産されたのバナナ売渡し
単価から外部契約労働に依拠する共同農作業コスト、協同組合事務経費の単
価を組合保有分として控除する。区画の土地タイプの質が低下すれば、控除
単価は減ずるので組合員所得が増に調整される。これは、「自立栽培農家の
形成」を支援するための仕組みが整っていることを意味する。
　ISF の維持管理は当然のことながら協同組合における統治能力の存在とそ
の強化を前提としている。組合員によるバナナの第三者の売却の防止がその
典型である。棒高跳び（pole vaulting）、あるいはワリクワリク（warik warik）
とよばれる横流しで、バナナの収穫が少なくなる端境期の４月に横行する。
仲買人によるが中国、中東での需要増に対応すべく中級品バナナ（等級Ｂ）
の高値買取が原因である。これにはこの時期の契約単価が低いことが原因で
ある。協同組合による防止策の徹底のみではなくプランテーション企業によ
る買上げ価格の透明性をはかるなど、価格調整などが求められるところであ
る。
－１４９－
　必要とされるのは、かかる状況のなかにあっての、プランテーション経営
管理に際しての、協同組合の統治能力の具備、および状況変化に際してのプ
ランテーション企業の弾力的対応である。そのためにも、求められるのは、
協同組合およびプランテーション会社の両者の密接な連携、信頼関係の構築
である。
　残念なことに協同組合のなかには未だにプランテーション企業との土地賃
貸契約にあるものも少なくない。これらを契約栽培による「自立したバナナ
生産農民」に転換させるべく、プランテーション企業の指導、技術・経営技
術支援、資金融資・協力などがもとめられている。
　その意味でも、本論文の対象した協同組合の事例にみられる経験は、一定
の役割を果たすことになろう。
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２　ラモス政権期に「１９９７年農漁業近代化法」（The Agricultural and Fisheries 
Modernization Act of 1957（共和国法〈RA〉第８４３５号）が制定され、ア
ロヨ政権期には「フィリピン農漁業近代化計画２００１－２００４年」（The 
Philippine Agriculture and Fisheries Modernization Plan 2001-2004）が策
定され（RP-DA）（２００１）、進行している。同計画では、農漁業近代化の
実現にむけた戦略として企業家精神、民間投資、民間参加の動員を掲げた、
ミンダナオ各地方を高価値農業開発拠点として位置づけている（RP-DA）
（２００９）。かかる政策を踏襲した後続のベニグノ・アキノ政権は「フィリ
ピン開発計画２０１１－２０１６年」（Philippine Development Plan 2011-2016）に
－１５１－
おいて競争力のある持続的な農漁業部門を掲げ、バナナなど熱帯果実に
顕示された比較競争力の強化（Revealed Comparative Advantage）を掲
げている（RP-NEDA）（２０１１），）。
３　David, Temario, Abinarles, Teves and Resabal （１９８１）は、１９７０年代まで
のフィリピンのバナナ生産と多国籍との関連を記述し古典的論文であり、
バナナ農民窮乏化論の典型である。
４　北西功一、塙狼星（２００９），３５頁。
５　農業統計局（BAS）による２０１０年のバナナ輸出量は１５９万トンである。こ
れは生産量のほぼ全量が輸出向けである現況にあわせると、生産量４６０万
トンと整合性はない。この点を農業統計局の関係者に照会したが納得で
きる説明は得られなかった。
６　De Leon and Escobido (2004), pp.18-19.
７　De Leon and Escobido (2004), p.20.
８　Franco (2008), p.133.
９　De Leon and Escobido (2004), p.20.　
１０　De Leon and Escobido (2004), p.20.
１１　De Leon and Escobido (2004), p.24.
１２　De Leon and Escobido (2004), p.21.
１３　De Leon and Escobido (2004), p.21.
１４　De Leon and Escobido (2004), p.22.
１５　Hayami, Quisumbin, Adriano (1990), pp.141-143.
１６　Hayami, Quisumbin, Adriano (1990), p.142..
１７　Hayami, Quisumbin, Adriano (1990), p.139.
１８　Hayami, Quisumbin, Adriano (1990), pp.116-119. は、以下のとおり記述し
ている。樹木作物（tree crops）であるココナツ、コーヒー、カカオ、
ゴムにおいては規模の経済はないとする。実地調査によると、これら
樹木作物の生産、販売に関して、規模の経済に必要となる大規模な機械
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（large-scale machinery）、集中管理（central management）を導入して
なかったとする。ココナツについてみるとその主産地であるケソン州に
おいては多くの土地が２．０ ha から５．０ ha の小規模自作農、小作農であるが、
同州における単位面積当たりの生産高は小規模農地と大規模農地との差
は少なく、つまり作付面積の大小との関連は少なかったとする。これは、
小規模農地の場合には集約的投入による生産増がはかられたからである
とする。
１９　また、Hayami, Quisumbin, Adriano (1990) pp.119-121. では、サトウキビ生
産においては、規模の経済は存続するとした。農場面積の大小は、単位当
たり生産量の大小に対応している。ところが単位当たりの生産コストに
関しては、単位当たり面積が増大すると増大している。このことは、特に
主産地のネグロス島で顕著で肥料・農薬、農業機械の近代的投入の増大
を意味する。国内資源コスト（Domestic Resource Cost: DRC）をもって
ルソン、ビサヤの地方と比較すると、ネグロス島では１．０を上回っている。
これは、近代的投入を可能とする資金にへのアクセスが大規模プラン
テーションには容易であることに起因する。すなわち、規模の経済は存
続するが、ネグロス島における大規模プランテーションにおけるサトウ
キビ生産は非効率なのであるこのことは、化学肥料、農薬、農業機械の機
会費用を損なっていることを意味する。一方、ルソン島では、小規模農園
をみると高い機会費用を代替する労働力、在来的投入をすることで効率
の高いサトウキビ生産を達成している。ここで必要とされるのは、賃貸
トラクター、伝統的農法による鋤耕作の導入で、このためにはサトウキ
ビ生産者間の協力、調整が前提となる。筆者の観察でも、サトウキビの
抽出プラントであるセントラルの門前に何台もの大型トラックが１週間
以上もサトウキビ受渡しをまっている。受渡時期のローテーション、大
型機械やトラック賃貸しが可能となれば、小規模農園におけるサトウキ
ビ生産性は、大規模農園のそれに近づくであろうと結んでいる。
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３５　De Leon and Escobido (2004), p.69.
３６　De Leon and Escobido (2004), pp.72-73..
３７　De Leon and Escobido (2004),p.66,p.122.
３８　橋本（１９８７）２５９－２６２頁を参照。
－１５４－
３９　現地の NGO 関係者からに聞取りによる。
４０　David, Temario, Abinarles, Teves and Resabal (1981), pp.132-136.
４１　Hayami, Quisumbin, Adriano (1990), p.152.
４２　Hayami, Quisumbin, Adriano (1990), p.143.
４３　Alternative Forum for Research in Mindanao.
４４　De Leon and Escobido (2004), p.98.
４５　Borras (1998) p.91.
４６　De Leon and Escobido (2004), p.98.
４７　Borras (1998) p.91.
４８　Borras (1998) p.91.
４９　Deriquito (2004), p.21
５０　Deriquito (2004), p.21
５１　IBON (1998), p.123-142.
５２　スタンフィルコ社プランテーションにおける小規模バナナ生産農家の現
況を個別農民とのインタービューで紹介したのが次の論文である。
Alano and Hipolito (1999)
５３　Deriquito (2004), p.12.
５４　Deriquito (2004), p.13. 
５５　地主に農地移転を奨励する制度で、そのインセンティブとして当該地主
に対し土地代金の５％が現金支払部分に追加される（包括農地改革法１９
条）。
５６　HEABERCO は当初から HPI に対し個人所有土地権利証書交付を要求し
てきた。これに外部の労働組合連合（NFL）が支援し、企業側が HLA で
もってこれに対応する形になった。最終的には３グループに別個の共同
所有土地権利証書が交付されたが、グループは HEARBCO-1、HARBCO、
HEABERCO-2 に分裂したままで、HEARBCO-1、HARBCO は、Dole-
Stanfilco と栽培契約を締結している。詳細な歴史的経緯に間しては、次
－１５５－
の論文を参照。Franco (1999)、Franco, Costa (1999)。
５７　FARMCOOP (Foundation for Agrarian Reform Cooperatives in Mindanao, 
Inc.) は２０１０年に発足した地元 NGO で、地元バナナ生産協同組合の自立支
援を積極的に行っている。
５８　HEARBCO (2008), Manual of Policies, Systems and Procedures. に示され
ている。作成に当っては、 NGO の FARMCOOP の全面的支援があった。
５９　HEABERCO-2 関係者からの聞取りによる。
６０　農地改革省第１１地方（ダバオ地方）関係者によると、共同所有土地権利証
書の交付を受けた農家に対する個人所有権利証書の交付に関する農地改
革省省令が未発行であり、現状では土地代年賦を完済するまでは配分し
た土地区画の所有を確認することはできないとしている。この背景には、
個人所有土地権利証書の交付を受けると事実上協同組合運営が難しくな
ると解されているためであろう。
６１　HEARBCO-2 関係者からの聞き取りによる。
６２　HEARBCO-2 関係者からの聞き取りによる。
６３　純利益の７０％が出資金利子およびパトロネージ基金配当として組合員に
配分される。残りの３０％は内部留保となる
６４　HEARBCO-2 関係者からの聞取りによる。
６５　HEARBCO-2 関係者からの聞取りによる。
６６　農地改革省第Ⅳ地方事務所副所長からの聞取りによる。
６７　CFARBEMPCO (2010), Manual of Policies, Systems and Procedures. 
pp.13-14.
６８　CFARBEMPCO (2010), Manual of Policies, Systems and Procedures. p.14.
６９　CFARBEMPCO 関係者からの聞取りによる。
７０　中東への輸出増大を見込み、２０１０年にムスリム・ミンダナオ自治地方
（ARMM）に１３００ ha のプランテーションを、地元の有力者 Paglas 一族
の協力のもと開拓している。
－１５６－
７１　Unifruitti 経営幹部からの聞取り。
７２　CFARBEMPCO と組合員との協定については、その有無は不明であった。
７３　FARMCOOP (Foundation for Agrarian Reform Cooperatives in Mindanao, 
Inc.) は２０１０年に発足した地元 NGO で、地元バナナ生産協同組合の自立支
援を積極的に行っている。
７４　CFARBEMPCO (2010), Manual of Policies, Systems and Procedures. に示
されている。作成に当っては、NGO の FARMCOOP. の全面的支援が
あった。
７５　CFARBEMPCO 関係者からの聞取りによる。
７６　MFDF は、２０１１年１１月現在はすでに解散をしており組織の実体はない。
７７　この間の状況を詳細に記述したものに次の著作がある。Saturnino (1999), 
pp.91-99.
７８　ミニ共同営農システム（MCFS）あるいは修正営農システム（MFS）に関
しては、以下に部分的に記載がある。実際にどのように運営されている
かに関しては、DUSGROW-MPC からは十分な情報を聞取ることができ
なかった。次の資料にその一部が記述されている。Quintorino, Dargantes, 
Moreta and Nartea (2008), p.57.
７９　CABEARBCO 関係者からの聞取りによる。
８０　CABEARBCO 関係者からの聞取りによる。
８１　純利益の７０％が出資金利子およびパトロネージ基金配当として組合員に
配分され、残りの３０％は内部留保となる。また、準組合員にはプロジェク
ト事業の利益剰余金は配分されない。
　【参考文献】
　（日本語文献）
北西功一、塙狼星（２００９）「フィリピンにおけるバナナ生産とマニラにおけ
るバナナ生産の変化」『教育学部研究論叢（第１部）』第５８巻第１号　
－１５７－
山口大学教育学部。
鶴見良行（１９８２）『バナナと日本人―フィリピンの農園と食卓のあいだ』岩
波書店。
野沢勝美（１９８９）「アキノ政権の農地改革」『アジアトレンド』第４８号　アジ
ア経済研究所。
野沢勝美（２０００a）「フィリピン農地改革と協同組合―西部ビサヤ地方西ネグ
ロス州およびイロイロ州の事例を中心として―」『国際関係紀要』第
９巻第１・２合併号　亜細亜大学国際関係研究所。
野沢勝美（２０００b）「フィリピン・南部ミンダナオ開発の構造」『国際関係紀
要』第１０巻第１号　亜細亜大学国際関係研究所。
野沢勝美（２００１）「フィリピン・南部ミンダナオ地方の農地改革と受益農民
組織」『国際関係紀要』第１０巻第２号　亜細亜大学国際関係研究所。
野沢勝美（２００２）『フィリピン農地改革インフラ支援事業　第１フェーズ
（ARISP－Ⅰ）第三者評価報告書』（国際協力銀行）。
野沢勝美（２０１１a）「フィリピンのアブラヤシ生産と農民組織―農地改革受益
農民による協同組合形成―」『国際関係紀要』第２０巻第１・２号合併
号　亜細亜大学国際関係研究所。
野沢勝美（２０１１b）「東 ASEAN 成長地帯（BIMP）の構造と改革―フィリピ
ン・ミンダナオ開発の事例から―」『アジア研究所紀要』第３７号　亜
細亜大学アジア研究所。
野沢勝美（２０１１c）「フィリピン・ミンダナオ入植地開発の構造と課題」『東南
アジア諸国の地域開発（Ｖ）』アジア研究所・アジア研究シリ－ズ No. 
７６　亜細亜大学アジア研究所。
橋本陞（１９８７）「フィリピンの輸出用バナナの生産」瀧上忍・岸本修編『証
言・熱帯農業―二十一世紀への展望―』古今書院。
　（英語文献）
Alano, Maria Lisa T. and Hipolito, Rommel Ab. (1999), “The Situation of 
－１５８－
Small Banana Growers of Stanfilco in Davao and Compostela Valley 
Provinces”, Mindanao Focus, No. 4, Series of 1999.
Ang, Suzanne (2000a), “Banana Split: The Stanfilco Banana Ezpansion in 
Tawantawan”, BANTAAN, Vol.13, No.9-10., Alternative Forum for 
Research in Mindanao (AFRIM).
Ang, Suzanne (2000b), “Agrarian Reform Implementation in the Banana 
Industry”, BANTAAN, Vol.14, No.2-3., Alternative Forum for 
Research in Mindanao (AFRIM).
Balangue, Glenis(2005), “Going Bananas: The Philippine Banana Industry”, 
IBON Facts & Figures, Vol.28, No.3, IBON Foundation Inc.. 
Borras Jr., Sturnino M., (1998), The Bibingka Strategy in Land Reform 
Implementation: Autonomous Peasant Movements and Sate Reformist 
in the Philippines, Institute for Popular Democracy.
Borras, Jr., Saturnino M. (2002), “Problem and Prospects of Redistributive 
Land Reform in Mindanao, 1972/18988-2001.” Mindanao Focus, No.1, 
Series of 2002, Alternative Forum for Research in Mindanao (AFRIM).
Borras Jr.,　Sturnino M. (2004), Rethinking Redistributive Land Reform: 
Struggles for Land Reform and Power in the Philippines, (The 
dissertation for PhD, Institute of Social Studies, The Hague, The 
Netherland).
Borras Jr., Saturnino (2008), Competing Views and Strategies on Agrarian 
Reform, Volume 1: International Perspective, Ateneo de Manila 
University Press.
Borras Jr., Saturnino (2008), Competing Views and Strategies on Agrarian 
Reform, VolumeⅡ: Philippine Perspective, Ateneo de Manila 
University Press.
Cabilos, Minerva C. Cabungcal- (1997), “Operating a Rubber Farm as 
－１５９－
Landowners: The Experience of the SARPHILCARP Beneficiaries 
Multipurpose Cooperative in Implementation”, Making Agrarian 
Reform Work－Achieving Sustainable Productivity, Triparrd Series 
No.3, Philippine Partnership for Development of Human Resources in 
Rural Areas (PhilDHRRA).
Calderon, R. P. and Rola A. C. (2003), Assessing Benefits and Costs of 
Commercial Banana Production in the Philippines. Working Paper 
No.03-03, Institute of Strategic Planning and Policy Studies, College of 
Public Affair, University of the Philippines, Los  
Centro Saka (2008), Philippine Small Farmers: Profile and Policy Implications, 
Rural Development Review Vol.2. No.1., Centro Saka, Inc. 
Checkered Farm Agrarian Reform Beneficiaries Multi-Purpose Cooperative 
(CFARBEMPCO) (2010), Manual of Policies, Systems and Procedures.
David, Randolf S., Rivera, Temario C., Abinales, Patricio N., Teves, Oliver G., 
and Resabal, Procopio S., Jr. (1981), Transnational Corporations and 
the Philippines Banana Export Industry, Third World Studies 
Program, Third World Studies Center, College of Arts and Sciences, 
University of the Philippines.
David, Randolf S., Rivera, Temario C., Abinales, Patricio N., and Teves, 
Oliver G. (1983), “Transnational Corporations and the Philippines 
Banana Export Industry,”  in Political Economy of Philippine 
Commodities, Third World Studies Program, College of Arts and 
Sciences, University of the Philippines.
De La Rosa, Nikki Philline C. and Ocampo, Jamir Nino P. (2009), “Cleaning 
‘Dirty Bananas’,” BANTAAN, Vol.22, No.3, Alternative Forum for 
Research in Mindanao (AFRIM).
De La Rosa, Romulo J. (2005), “Agrarian Reform Movement in Commercial 
Banos.
－１６０－
Plantations in Mindanao: The Experience in the Banana Sector of 
Davao del Norte”, in Chapter 2 of edited Franco, Jenifer C. and Borras 
Jr., Sturrnino M. On Just Grounds: Struggling for Agrarian Justice 
and Citizenship Rights in the Rural Philippines.
De Leon O.,Teresita, and Gema Maria O. Escobido (2004), “The Banana 
Export Industry and Agrarian Reform,” Mindanao Focus Special 
Edition, Alternative Forum for Research in Mindanao (AFRIM).
Deriquito, Ferdinando (2005), “Palm Reading Taking the slick out of the oil 
palm sweet talk”, Mindanao Focus, No.1. Series of 2005, Alternative 
Forum for Research in Mindanao (AFRIM).
Deriquito, Tes Pacaba- (2004), “The AVA-mode of CARP in Banana 
Commercial Farms : BUSINESS AS USUAL”, Mindanao Focus, No.4. 
Sereis of 2004, Alternative Forum for Research in Mindanao (AFRIM)
Escobido, Gema O. (2000), “BANANA SPLIT: The Stanfilco in Tawantawan”, 
BANTAAN, Vol.13, No.9-10., Alternative Forum for Research in 
Mindanao (AFRIM).
Fernil Jr., Salvador (1998), The Philippine Banana Industry: Confronting the 
Challenge of Agrarian Reform, Philippine Peasant Institute and 
Philippine Network of Rural Development Institute.
Fernil Jr., Salvador (2008), “The Japanese ODA in Agrarian Reform: Where 
does Aid Go?” Mindanao Focus, No.1. Series of 2008, Alternative 
Forum for Research in Mindanao (AFRIM).
Feranil, Mary Luz Menguita- (2006), “The ties that bind: Exploring the links 
of gender and labor in redistributed banana farms”, BANTAAN, 
Vol.19, No.3-4., Alternative Forum for Research in Mindanao 
(AFRIM).
Fernil, Mary Luz Menguita- (2007), “Gender, Land and Labor in a 
－１６１－
Redistributed Banana Plantation: The DAPCO Case,” Mindanao 
Focus, No.1, Series of 2007. Alternative Forum for Research in 
Mindanao (AFRIM).
Franco, Jennifer C. (2009), “Post CARP Banana Split Turns Deadly: What 
Went Wrong at HIJO Plantation ?”, CONJUNCTURE pp. 2-7, Vol.11 
No.4, August 1999, Institute for Popular Democracy.
Franco, Jennifer C. and Norman P. Acosta (2009), “The Hijo Banana War 
(Part to, Conclusion”, CONJUNCTURE pp.12-15, Vol.11 No.5, 
October 1999, Institute for Popular Democracy.
Franco, Jennifer C. (2008), “Redistributive Land Reform In Agribusiness 
Plantations: Neither Desirable nor Possible”, in Chapter 6 of Borras 
Jr., Saturnino, Competing Views and Strategies on Agrarian Reform, 
VolumeⅡ: Philippine Perspective, Ateneo de Manila University Press.
Hayami, Yjiro, Adriano, Loudes S. and Quisumbing, Ma. Agnes R. (1987), 
Agribusiness and Agrarian Reform: A View from the Banana and 
Pineapple Plantations, Center for Policy and Development Studies, 
Department of Agricultural Economics and Department of Economics, 
College of Economics and Management, University of the Philippines, 
Los  
Hayami, Yjiro, Quisumbing, Ma. Agnes R., and Adriano, Loudes S. (1990), 
Toward an Alternative Land Reform Paradigm: A Philippine 
Perspective, Ateneo de Manila University Press.
Hijo Employees Agrarian Reform Beneficiaries Cooperative (HEARBCO) 
(2008), Manual of Policies, Systems and Procedures.
Homeres, Gelah, Maria, Mendosa and Yumol, Marinel (2000), The Struggle of 
Small Banana Growers: Hard Won Gains, Philippine Peasant Institute.
IBON Research Center (1998), Contract Growing: Identifying TNC Control in 
Banos.
－１６２－
the Philippines, IBON Foundation, Inc.
Jimbo, Nobuyuki (1962), The Philippine Banana Industry, The Jimboras Co., 
Ltd. and Philippine Fruits Import Association. 
Nippon Koei Co. Ltd. (2007), Study on Support Program for Agri-Enterprise 
Development (SPAED) of the Land Bank of the Philippines, Final 
Report (dated October 17).
Nozawa, Katsumi (2011), Oil Palm Production and Cooperatives in the 
Philippines, Discussion Paper 2011-13, University of the Philippines, 
School of Economics.
Nozawa, Katsumi (2012), Banana Production and Cooperatives in the 
Philippines, Discussion Paper 2012-8, University of the Philippines, 
School of Economics.
Lara, Francisco J. and Morala Rachael O., with Lanuza-Reyes, Lelanee, 
Lacson-Paguio, Elizabeth, L,anahan Anna Ria B., and Acaba Jeffry P., 
(2008) Enhancing Taxation on Idele Agricultural Lands: A Policy 
Study in Aid of Legislation, Development Academy of the Philippines 
and La Liga Policy Institute.
Pioncio, Gilmor and Eco, Editha (2000), “Agrarian Reform and Corporate 
Farms: Case Studies on Selected Corporate Farms in Mindanao”, 
Mindanao Focus, No.1, Series of 2000, Alternative Forum for 
Research in Mindanao (AFRIM).
Putzel, James (1992), A Captive Land: The Politics of Agrarian Reform in the 
Philippines, Ateneo de Manila University Press.
Quitoriano, Eddie L, Dargantes, Buenaventura, Moleta, lino, and Nartea 
Paola (2008), In the Hands of Farm Workers: Can Banana Commercial 
Farmes Survive ? Development Academy of the Philippines and La 
Liga Policy Institute.
－１６３－
Republic of the Philippines (RP), Department of Agriculture (DA) (2001), The 
Philippine Agriculture and Fisheries Modernization Plan ２００１-2004.
Republic of the Philippines (RP), Department of Agriculture (DA) (2009), 
Prospects for Philippine Agribusiness (Powerpoint presentation 
material).
Republic of the Philippines (RP), Department of Agriculture (DA), Bureau of 
Agricultural Statistics (BAS) (2010a), Agricultural Foreign Trade 
Development, 2010 Annual Report.
Republic of the Philippines (RP), Department of Agriculture (DA), Bureau of 
Agricultural Statistics (BAS) (2010b), Producer Price Index for 
Agriculture 2007-2010 (2006=100)
Republic of the Philippines (RP), Department of Agriculture (DA), Bureau of 
Agricultural Statistics (BAS) (2010c), Guide for Farmers: Production 
& Marketing Statistics 2007-2010 (2006=100) on Tomata, Ampalaya, 
Chayote, and Banana.
Republic of the Philippines (RP), National Economic Development Authority 
(NEDA)  (2004), Mid-Term Philippine Development Plan 2004-2010.
Republic of the Philippines (RP), National Economic Development Authority 
(NEDA)  (2011), Philippine Development Plan 2011-2016.
Republic of the Philippines (RP), National Statistical Coordination Board 
(NSCB)  (2011), 2011 Philippine Statistical Yearbook.
Taya, Reine Kathryn D. (2004), “A Benighted: The Plight of Coconut 
Farmers in Davao Oriental”, Mindanao Focus, No.4. Series of 2004, 
Alternative Forum for Research in Mindanao (AFRIM)
Tecson, Eugene L. (2008), Profile and Status: Philippine Farm Workers, 
Rural Development Review Vol.3. No.1., Centro Saka, Inc.
Third World Studies Center (1983), Political Economies of Philippine 
－１６４－
Commodities, University of the Philippines, The Third World Center 
Tadem, Eduardo, Reyes, Johnny and Magno Lindo Susan (1984), Showcases 
of Underdevelopment in Mindanao: Fishes, Forest, and Fruits・・・・・・, 
Alternate Resource Center.
Valmayor, R. V., S. H. Jamaluddin, B. Silayoi, S. Kusimo, L. D. Danah, O. C. 
Pascua and R.R. C. Espino (2000), Banana Cultivar Names and 
Synonymus in Southeast Asia, INIBAP, Montpellier.
Not Availed (2008), “CARP Extension: Another Win － Win Solution ?,”, 
BANTAAN, Vol.21, No.2-3., Alternative Forum for Research in 
Mindanao (AFRIM).
Not  Availed  (2009),  “Agrofuel  Crops:  Promises  of  Uncertainty?”, 
BANTAAN, Vol.22, No.1., Alternative Forum for Research in 
Mindanao (AFRIM).
Not Availed (2009), “Global Land Deals,” IBON Facts & Figures, Vol.32, 
No.5&6, IBON Foundation Inc.. 
Not Availed (2009), “Corporate Agriculture, Solution to Food Crisis ?” IBON 
Facts & Figures, Vol.31, No.21, IBON Foundation Inc. 
Not Availed (n. a), “Export Fruits Industry: When Farmers Settlers Turn 
Lesser to a Banana Corporation“, Mindanao Focus, No.. Series of, 
Alternative Forum for Research in Mindanao (AFRIM)
－１６５－
